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Synopsis 
 

In this study, at first, mechanism of chloride ion diffusion was investigated based on the long term 
marine exposure test. Next, equations to calculate characteristic values were derived based on the 
actualities of Dap, the apparent diffusion coefficients obtained from specimens and real structures. 
The characteristic values are used for prediction of corrosion start time. The main findings are shown 
in the following; 

(1) Resistance for chloride ion penetration improved with increase of replacement level of ground 
granulated blast-furnace slag. Alternatively, penetration front was stationary even with lapse of time. 

(2) It was recognized that Dap showed steady state after about 5 years of exposure duration. 
(3) Dap of real structures were about 0.1 ~ 1.6 cm2/year for ordinary Portland cement and about 0.1 

~ 0.8 cm2/year for blast furnace slag cement type B. 
(4) Dk, characteristic values of diffusion coefficient used for prediction of corrosion start time, are 

proposed as follows. 
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要  旨 

 

本検討では，まず，長期海洋暴露試験を基に，コンクリートの塩化物イオン拡散メカニズムに関す

る検討を行った．次に，試験体および実構造物から収集した見かけの拡散係数 Dap の実態を基に，鉄

筋腐食開始時期の予測時に用いる塩化物イオン拡散係数の特性値を算出する式の導出を行った．得ら

れた主な知見を以下に示す． 

（１）高炉スラグ微粉末の置換率の増加とともに，塩化物イオン浸透抵抗性が向上した．また，時

間が経過しても浸透フロントが停滞する傾向が観察された． 

（２）暴露期間が 5 年程度経過すると，Dap は定常値を示す傾向が確認された． 

（３）実構造物の見かけの拡散係数は，普通ポルトランドセメントでは 0.1~1.6cm2/年程度，高炉セ

メント B 種では 0.1~0.8cm2/年程度の値を示していた． 

（４）鉄筋腐食開始時期の予測時に用いる塩化物イオン拡散係数の特性値 Dk として，以下の式を

提案した． 
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1. はじめに 

 

海洋環境下の鉄筋コンクリート構造物における最も大き

な課題の一つが塩害である．塩害とは，コンクリート内部

に侵入した塩化物イオンにより生じる鉄筋腐食部の体積膨

張が，内部圧力をもたらしコンクリートに亀裂・剥落を生

じさせる劣化現象である．塩害が顕著に見られる代表的な

港湾構造物として，桟橋上部工が挙げられる．図-1.1 は塩

害が生じた桟橋上部工の一例であるが，はりに本来存在し

たコンクリートが剥落しており，腐食した鉄筋が露出して

いる． 

塩害の進行は耐力の低下など部材の性能の低下をもたら

すため，「港湾の施設の技術上の基準・同解説」（国土交通

省港湾局，2007．以下，H19 基準）では，鉄筋腐食が開始

する時期が，設計供用期間以降であることを確認する．設

計供用期間中に鉄筋が腐食することが予測される場合には，

塩害の発生を予め防ぐための対策を取るか，塩害による性

能の低下に対応するための維持管理計画を立てることとさ

れている． 

この確認手法の精度向上は，港湾の鉄筋コンクリート構

造物の維持管理における重要な課題の一つと位置付けられ

ており，そのためには，コンクリート内部への塩化物イオ

ンの浸透メカニズムを把握する必要がある．これまで，実

構造物や試験体から，塩化物イオンの浸透速度の指標であ

る見かけの拡散係数（2 章にて説明）の調査や，浸透メカニ

ズムに関する検討などが行われてきた．しかし，長期材齢

のコンクリートに対する調査結果の不足，コンクリート配

合，施工条件，養生条件等の情報の不足，浸透性状に対す

る影響因子の多さによる各因子の影響度の分離評価の困難

さなどの理由が，浸透メカニズムの解明を困難なものとし

ている． 

そこで本検討では，まず，長期海洋暴露試験を基に，コ

ンクリートの塩化物イオン拡散メカニズムに関する検討を 

xxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxx 

図-1.1 桟橋上部工はり部材における塩害の様子 

行った．次に，コンクリート試験体および実コンクリート

構造物における見かけの拡散係数 Dap の実態調査を行った．

最後に，試験体および実構造物から収集した見かけの拡散

係数の実態を基に，鉄筋腐食開始時期の予測時に用いる塩

化物イオン拡散係数の特性値を算出する式の提案を行った． 

 なお，上記で提案した拡散係数の特性値に基づく鉄筋腐

食開始時期の試算例を付録 E に，同様の手法に基づき，設

計供用年数 50 年を満足するかぶりの試算例を付録 F に掲

載した．  

 

2. 塩化物イオン浸透メカニズムおよび見かけの拡

散係数に関する既往の知見 

 

本章では，塩害の進行過程とコンクリート中への塩化物

イオンの浸透メカニズムおよびその速度の指標となる「見 

かけの拡散係数」について説明するとともに，既往の知見

を整理する．また，H19 基準における塩化物イオンの侵入

による鉄筋腐食に関する予測手法について述べる． 

 

2.1 塩害の進行過程 

塩害によって生じる鉄筋の腐食とコンクリートの剥落の

進行過程を図-2.1 に示す． 

(1) 鉄筋の腐食 

a）鉄の腐食 

酸素が存在する一般的な環境下での鉄（Fe）の腐食は， 

以下の二つの反応によって説明される． 

Fe → Fe2+ + 2e-  (2.1) 

H2O + 1/2O2 + 2e- → 2OH-  (2.2) 

式（2.1）は鉄の溶解反応（酸化反応）であり，式

（2.2）は酸素の還元反応である．両者を合わせると以下

の反応式となる． 

Fe + H2O + 1/2O2 → Fe(OH)2  (2.3) 

更に，Fe(OH)2 が酸素と反応することによって，水和酸化

鉄である Fe2O3・H2O（赤さび）となる．このように，鉄が

腐食するためには酸素と水の両方が必要であり，酸素また

は水の一方でも不足する場合には鉄の腐食は進行しないこ

とを意味する． 

b）コンクリート内部における鉄の腐食 

一方，鉄が強いアルカリ環境下に置かれた場合，鉄の表

面には不動態皮膜と呼ばれる緻密な酸化皮膜が形成され，

腐食速度は低下する．したがって，強アルカリ環境である

コンクリート内部の鉄筋は，一般的な環境とは異なり，酸

素や水があっても腐食は生じにくい（図-2.1, ①）．ただし，

鉄筋周りに一定量以上の塩化物イオンが存在した場合には，

不動態皮膜は破壊され，腐食速度が増加する（図-2.1,②）． 
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コンクリートは骨材とセメントペースト（セメント＋水）

で構成されており，セメントペースト中には細孔が存在し

ている．この細孔内部に水がある程度存在する場合には，

濃度拡散によって塩化物イオンの内部への移動が可能とな

る．一定以上の塩化物イオンが鉄筋表面に浸透し，不動態

皮膜が破壊されることで鉄筋の腐食速度が増加すると考え

られる塩化物イオン濃度を，「鉄筋腐食発生限界塩化物イオ

ン濃度（Clim）」と呼ぶ．RC 部材の設計，維持管理において

は，塩化物イオンによる鉄筋腐食の開始時期を予測する場

合には，鉄筋位置における塩化物イオンが Clim に至るまで

に必要な期間を予測することが一般的である． 

なお，この不動態皮膜は先述のとおり強アルカリ環境で

なければ生じないため，二酸化炭素との反応やカルシウム

の溶脱による中性化が鉄筋表面に至れば，不動態皮膜は消

失する．しかし，海水がコンクリート表面に大量に供給さ

れる港湾構造物の場合，コンクリートが湿潤しているため

中性化の進行速度が遅くなることから，不動態皮膜が消失

する最たる原因として塩化物イオンの鉄筋表面への到達を

考える場合が多い． 

(2) コンクリートのひび割れと剥離 

鉄筋に生じる錆の体積は，元の鉄の体積と比べて 2 倍以

上に膨張するため，コンクリート内部に圧力が生じる．こ

の内部圧力に対して，コンクリートには引張応力が発生し，

コンクリートが負担しうる引張応力限界を超えるとコンク

リートにひび割れが生じる（図-2.1,③）．さらに，ひび割

れから酸素･水･塩化物イオンがより多く浸透するようにな

るため，鉄筋腐食が進行し，最終的にはかぶりが剥離する

（図-2.1,④）． 

 

2.2 コンクリート内部への塩化物イオン浸透メカニズ 

   ム 

2.1 において，鉄筋腐食開始時期は，鉄筋周りのコンク 

リートに含まれる塩化物イオン濃度が Clim に到達するのに

必要な期間を指すことを説明した．その予測を行うために

は，コンクリート内部への塩化物イオンの浸透メカニズム

と，その速度の情報を取得する必要がある．本節では浸透 

メカニズムを，コンクリート内部の細孔構造とコンクリー

ト内部における塩化物イオンの形態という側面から説明す

る．なお，ひび割れ箇所における塩化物イオンの浸透メカ 

ニズムについては，本検討では議論しない． 

2.2.1 コンクリート中での塩化物イオンの形態 

(1) 自由塩化物イオン 

コンクリートの細孔内部に水が存在し，かつ濃度勾配が

存在する場合には，塩化物イオンは濃度拡散する．濃度拡

散の駆動力はブラウン運動と呼ばれる，水分子が衝突する

ことで溶質（溶解している物質）が一見ランダムな軌道で

動く現象である．ブラウン運動自体には濃度の高い方から

低い方へ移動するという指向性はないが，濃度の高い方か 

ら低い方へブラウン運動により移動する溶質の和が多いた

め，濃度拡散という現象として現れる．このように，溶媒

中にあって吸着（後述）されていない状態の塩化物イオン

を「自由塩化物イオン」と呼ぶ．自由塩化物イオンは最終

的に鉄筋位置に到達し，不動態皮膜を破壊して塩害をもた

らす． 

(2) 固定化塩化物イオン 

「固定化塩化物イオン」には，塩化物イオンが細孔内部

を通過する際，細孔壁面に吸着したカルシウムに引き寄せ

られ，細孔壁面に吸着するものと，細孔周囲のアルミネー

ト（Al）系水和物中の水酸化物イオン（OH-）や硫酸イオン

（SO4
2-）と交換されることによって水和物中に取り込まれ

るもの（たとえば大門ら，2009）とがあるとされている．

水和物内部への固定化によって生じる代表的な物質として，

クーゼル氏塩（3CaO･Al2O3･1/2CaSO4･1/2CaCl2･10H2O）や

フリーデル氏塩（3CaO･Al2O3･CaCl2･10H2O）が挙げられる．

固定化塩化物イオンは鉄筋表面において不動態皮膜を破壊

する反応には寄与できないと考えられている． 

2.2.2 コンクリートの微細構造 

(1) 細孔構造 

コンクリートは多孔質材料である．そのため，コンクリ

ートにおける塩化物イオンの浸透性状は，そのコンクリー

トが持つ細孔径の傾向から説明されることが多い． 

図-2.2 は水銀圧入法によって求めたコンクリートの細

  
図-2.1 塩害の進行過程イメージ 

 

ｺﾝｸﾘｰﾄ
鉄筋

不動態皮膜
(鉄の酸化物)

①通常の状態

(pH>12.5)

Cl-
Cl-

不動態皮膜を破壊

②腐食が開始 ③鉄筋の膨張圧で
ひび割れが発生

Cl-

ひび割れ

④鉄筋の膨張圧で
かぶりコンクリートがはく離

はく離
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孔径分布の一例である．水銀圧入法とは，5mm 程度に砕い

て粗骨材を除去した試料に水銀を段階的に圧入し，加えた

圧力に該当する径の細孔に侵入した水銀量から，細孔容積

を測定する手法である．図-2.2 から，10nm（＝0.01μm）

～30nm（＝0.03μm）においては試験体 A の，10nm 以下で

は試験体 B の細孔の容積（以下，細孔容積）が大きいこと

がわかる．このことから試験体 B のほうが試験体 A より細

孔構造が緻密と言える．なお，細孔径の影響をより理解す

るためには，電気二重層について知る必要がある． 

(2) 細孔壁面の電気二重層 

電気二重層は，溶媒中の物質の表面付近に，表面電荷と

は正負が逆のイオンが多く分布することで形成される．図

-2.3 に電気二重層の概略図を示す．コンクリートの細孔に

おける内壁はセメント水和物であり，これは負に帯電して

いる．そのため，水和物のすぐ外側の溶媒中には，カルシ

ウムなどの陽イオンが水和物表面に吸着することにより，

固定層と呼ばれる陽イオンに富んだ層が形成される．さら

にその外側には，水和物から離れるにつれて陽イオンが減

少していく，拡散層と呼ばれる層が形成される．この二層

は合わせて電気二重層と呼ばれ，各種イオンの移動に影響

を与えるとされ，様々な検討が行われてきた（たとえば後

藤ら，1982）． 

塩化物イオンも電気二重層の影響を受けるとされる．陰

イオンである塩化物イオンは，溶媒中における固定層以外

の部分を濃度拡散すると考えられる．したがって，細孔径

が小さくなるほど径内に占める電気二重層の割合が大きく

なり，塩化物イオンは移動しにくくなると考えられる．こ

の塩化物イオンの移動しにくくなる細孔径の閾値の考え方

として，一例を紹介する．電気二重層の厚みは 3nm 程度と

考えられている（岩浅ら，2010）．また，塩化物イオンは水

分子 255 個を引き連れたクラスター状で移動するとされ，

その大きさは 2~3nm とされる（S. J. Stuart. et.al, 1996a，

1996b）．したがって，電気二重層がクラスター状で移動す

る塩化物イオンの両側に存在すると考えれば，その和は約

10nm となる．この値は塩化物イオンが浸透しづらいとされ

ているゲル空隙（水和物である CSH 層の間に形成される結

晶内空隙）の径（日本コンクリート工学協会，2008）と一

致する．この考え方をもとに 10nm を閾値と考えれば，図-

2.2 における 10~30nm の細孔容積が多い試験体 A は，試験

体 B よりも塩化物イオンが浸透しやすいと考えることがで

きる． 

なお，ここでは 10nmを閾値とする考え方を紹介したが，

この考え方だけでは十分に説明できない点もあるため，継

続した検討が必要である． 

 

図-2.2 細孔径分布の一例，縦軸：細孔容積，横軸：

細孔径，青線：試験体 A，赤線：試験体 B 

xxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxx 

図-2.3 電気二重層（固定層＋拡散層）の概略図 

Xxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxx 

(3) 骨材界面の遷移帯 

骨材界面付近には塩化物イオンが浸透しやすいとされる，

「遷移帯」と呼ばれる細孔構造の比較的粗な領域が存在す

るとされている．遷移帯の平均厚さについて，たとえば内

川ら（1993）は，セメントペースト，モルタルおよびコン

クリートの細孔径分布の差から遷移帯の容積を推定した計

算結果と電子顕微鏡の結果を比較し，モルタルでは 25μm

程度，コンクリートでは 30μm 程度と報告している（W/C 

= 0.5 の場合）．一方，遷移帯はそれらが相互に連結するこ

とにより，塩化物イオンの浸透しやすい経路となると考え

られており，その影響の評価やモデリングの研究もなされ

ている（たとえば加藤ら，2000）． 

2.2.3 塩化物イオン浸透の停滞現象 

 高炉スラグ微粉末やフライアッシュなどの，遮塩性を高

める効果を有する混和材を用いた場合に，コンクリート中

における塩化物イオンの浸透が，時間の経過に係わらず，

途中から進まなくなる現象が報告されている．この現象は

二つに分類され，浸透した塩化物イオンの先端部分（以降，

浸透フロント）が進まなくなる場合と，それだけでなく塩

化物イオン濃度分布自体が変化しなくなる場合とが確認さ

れている．たとえば高橋ら（2010）は後者を報告している．

このような停滞現象の発生条件やメカニズムについては必

ずしも明確ではないため，検討する必要がある． 

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

1.4

1.6

1.8

2

0.001 0.01 0.1 1 10 100

P
o
re

 V
o
lu

m
e（

×
0
.0

1
cm

3
/
cm

3
）

Pore Diameter（μm）

Specimen A

Specimen B



－7－ 
 

 2.3 見かけの拡散係数の評価に関する留意点 

鉄筋腐食開始時期を予測するためには，鉄筋周りの塩化

物イオン濃度を予測する必要があることは 2.1 において述

べた．本来であれば，鉄筋腐食に関係するとされる，自由

塩化物イオン濃度から予測すべきである．しかし，自由塩

化物イオンのみを抽出することは極めて困難であるため，

自由塩化物イオン濃度を用いた予測手法は確立できていな

い．そこで実際には，自由塩化物イオンと固定化塩化物イ

オンの和である「全塩化物イオン」濃度から算出される「見

かけの拡散係数 Dap」が，塩化物イオンの分布の浸透性状を

表す指標として一般的に用いられている．本節では，Dap の

算出方法と，試験条件が Dap に及ぼす影響について述べる． 

2.3.1 見かけの拡散係数の算出方法 

Dap は，「塩化物イオン濃度分布」から算出される，塩化

物イオンのコンクリート内部への浸透速度に該当する係数

である．塩化物イオン濃度分布とは図-2.4 のように，コン

クリート表面からの距離と，その位置においてコンクリー

ト内部に存在する全塩化物イオンの濃度との関係をグラフ

化したものである．  

塩化物イオン濃度分布に対し，Fick の拡散方程式の解で

ある式（2.4）をフィッティングさせることにより，Dap は求

められる．  

1
0.1

2
 

 
(2.4) 

ここで， C：塩化物イオン濃度（kg/m3），C0：コンクリ

ート表面において想定される塩化物イオン濃度（kg/m3），

c：かぶり (mm)，t：暴露期間または供用期間（年），erf(s)：

誤差関数である．誤差関数は以下の通りである． 
2

√
 

 
(2.5) 

ただし，溶脱，炭酸化または侵入した硫酸イオンによる

セメント水和物の変化によって，表層付近の固定化された

塩化物イオン濃度が再度自由塩化物イオンに戻る現象が生

じる．その一例を図-2.5 に示す．表層付近で塩化物イオン

濃度が低下した箇所が存在する場合には，JSCE-G 573-2013

では，中性化範囲に 10mm を加えた深さまでの塩化物イオ

ン濃度分布を除いた部分で計算を行うこととされている． 

本来，Fick の拡散方程式は，ブラウン運動を駆動力とする

濃度拡散に対してのみ適用されるべきものである．しかし，

全塩化物イオン濃度分布から求められる拡散係数には，固

定化塩化物イオンだけでなく，水の流れと共に塩化物イオ

ンが移動する移流と呼ばれる現象の影響なども含まれてい

るため，本来の意味における拡散係数とは言えない．この

ため，固定化塩化物イオンを含めた見かけ上の拡散係数と

いう意味合いから「見かけの拡散係数」と呼ばれている． 

図-2.4 塩化物イオン濃度分布に対するFickの拡散方程

式の解によるフィッティング，縦軸：塩化物イオン濃

度，横軸：表面からの距離，橙線：Fickの拡散方程式の

解，青線：塩化物イオン濃度分布 

xxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxx 

図-2.5 表層の塩化物イオン濃度が低下した場合にお

けるFickの拡散方程式の解によるフィッティング，縦

軸：塩化物イオン濃度，横軸：表面からの距離，橙

線：Fickの拡散方程式の解，青線：塩化物イオン濃度分

布 

xxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxx 

なお，C0 および Dap は，濃度分布の回帰計算により両者

が 1 つの組として求められる値であり，結果として，完全

な独立変数でない．そのため，Dap は，コンクリートの品 

質のみを直接的に表す指標ではなく，他の影響要因（暴露

条件等）も含んだ指標である．よって，本来としては，C0

と共に議論すべきである．ただし，同一な暴露条件におい 

て，コンクリートの品質（塩分浸透性）を相対比較する際

には，指標として非常に簡便かつ有用な指標である．また，

Dap に関する既往の知見も相当蓄積されている．そのため，

本検討では，コンクリートの塩分浸透性を比較検討する際

には，基本的には Dap のみを用いて議論することとする．  

2.3.2 試験条件の違いが見かけの拡散係数に及ぼす影響 

Dap は実構造物や試験体が置かれた暴露環境や期間の影

響を受ける．そこで，暴露環境や期間等が Dap に与える影

響を既往の知見を用いて紹介する． 

 (1) 溶液の違いによる影響 

コンクリート内部に塩化物イオンを浸透させるために浸 
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図-2.6 NaCl 浸漬および実海洋環境暴露から得られた

Dap の比較（山路ら，2009），縦軸：実海洋環境暴露に

よる Dap，横軸：浸漬法による Dap，丸：暴露 0.5 年，

三角：暴露 1.0 年  

xxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxx 

図-2.7 暴露環境の違いによる Dap の比較，縦軸：

Dap，横軸：各試験体，青：海水シャワー噴霧の環境，

赤：干満環境，緑：海中環境 

xxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxx 

漬させる溶液として，実海水または NaCl 溶液が一般的に

用いられている．しかし，溶液の違いは Dap に影響を与え

ることが知られている．一例として図-2.6 に，土木学会規

準「浸せきによるコンクリート中の塩化物イオンの見掛け

の拡散係数試験方法（案）」（JSCE-G 572-2013）に記載され

ている濃度 10%の NaCl 溶液への浸漬から得られた Dap と

実海洋環境に暴露して得られた Dap を示す．NaCl 溶液にお

ける Dap は，実海洋環境（実海水）における Dap の 3 倍程度

となった．この原因として，NaCl 溶液の塩化物イオン濃度

が実海水の塩化物イオン濃度よりも高く設定されていたこ

とや，実海水に含まれる多様なイオンがセメント水和物の

組成変化や塩化物イオンの浸透速度に影響をもたらした可

能性が考えられる． 

(2) 温度の違いによる影響 

濃度拡散の駆動力であるブラウン運動は，温度が高いほ

ど活発になるため，試験体または実構造物が設置されてい 

図-2.8 拡散係数の比較（H.W.L.，M.S.L.）（T.Yamaji. 
et.al, 2010），縦軸：Dap，横軸：試験体番号 

xxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxx 

る場所の気温は Dap に影響を与えると考えられる．西田ら

（2003）は，5×5×0.5mm の微小な試験片において濃度 3% 

の NaCl 溶液を用いた拡散セル試験を行い，温度の上昇に

伴い拡散係数が上昇することを確認している．  

(3) 塩化物イオンの供給方法の違いによる影響 

図-2.7 は，同一配合の試験体を，飛沫環境（3 時間の海

水散水と 9 時間の乾燥の繰り返し），干満環境，海中環境を

模擬した暴露試験場に設置し，得られた Dap を比較したも

のである．多少のばらつきはあるものの，Dap はほぼ同じ数

値となった．また，図-2.8 は，3 港の H.W.L.付近，M.S.L.

付近に試験体を設置し，Dap を求めた結果である（T.Yamaji. 

et.al, 2010）．H.W.L.付近と M.S.L.付近では明確な環境の違

いによる影響は認められなかった．これらのことから，コ

ンクリート表面に十分な海水が供給される環境においては，

Dap に明確な差は生じにくいと考えられる．これは，コンク

リートの細孔内部に塩化物イオンが濃度拡散するのに十分

な水が存在するためと考えられる． 

(4) 期間の違いによる影響 

 Dap は時間が経過するにしたがって低下することが知ら

れている．たとえば，図-2.9 において竹田ら（1998）は，

海中部，干満帯，大気中における Dap は，時間経過に従い

減少し，収束する傾向がみられることを報告している．  

同様の結果は，山路ら（2014）によっても確認されてい

る．図-2.10 は飛沫帯における実海洋暴露試験の結果であ

り，Dap は暴露後 3 年程度までは変化が大きいが，3 年から

5 年の変化は小さく，5 年以降については，ほぼ収束した． 

 

2.4 塩化物イオンの侵入による鉄筋腐食に関する予測 

手法 

Dap は，コンクリート内部の鉄筋腐食が供用期間内に生じ

ないことを確認するために用いられている．H19 基準に記

載されている内容を以下に簡潔に示す．  
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(1) 鉄筋腐食に関する照査 

 鉄筋腐食が設計供用期間内に開始するか否かは，鉄筋位

置における塩化物イオン濃度の設計値 Cd（kg/m3）が腐食

発生限界塩化物イオン濃度 Clim（2.0kg/m3）に達している

かで判定される．したがって，腐食が開始しないと判定さ

れるためには，Cd は以下の式を満足する必要がある． 

⁄ 1.0  (2.6) 

ただし， ：構造物係数で，一般に 1.0 としてよい． 

(2) 鉄筋位置における塩化物イオン濃度の設計値 Cd の

算出 

設計供用期間経過時における Cd は次式により求められ

る． 

1
0.1

2
 

 
(2.7) 

ここで，C0：コンクリート表面における想定塩化物イオン

濃度（kg/m3），c：かぶりの設計値(mm)，Dd：設計拡散係数

（cm2/年），t：設計供用期間（年），erf (s)：誤差関数である． 
2

√
 

 
(2.8) 

また，コンクリートの表面，即ちかぶり位置 0mm におい

て想定される塩化物イオン濃度は「表面塩化物イオン濃度

C0」と呼ばれ，桟橋のコンクリート上部工で，海水面（H.W.L.）

と部材下面の距離が 0.0~2.0m 程度の場合には以下の式で

求めることができる． 

6.0 15.1  (2.9) 

ただし，x：海水面（H.W.L.）から部材下面までの距離（m）．

ただし 0.0≦x≦2.0 とする．また，C0 は 6.0kg/m3 を下回ら

ないものとする． 

(3) 塩化物イオンに対する設計拡散係数 Dd の算出 

実構造物においては，構造部材に曲げひび割れが生じる

可能性があるため，曲げひび割れを考慮した塩化物イオン

の拡散性状を示す数値を設定する必要がある．そのため，

拡散係数の特性値 Dk（cm2/年）に，施工性や材料品質およ

び曲げひび割れによる影響を考慮した項や係数が加えた，

Dd が次式によって定められている． 

 
 (2.10) 

ただし，γc：コンクリートの材料係数．一般に 1.0 として

よい，w：ひび割れ幅（mm），l：ひび割れの間隔（mm），

wa：ひび割れ幅の限界値（mm），D0：コンクリート中の塩

化物イオンの移動に及ぼすひび割れの影響の定数．一般に，

200cm2/年． 

(4) 塩化物イオンに対する拡散係数の特性値 Dk の算出 

Dk とは， Dap を W/C の関数として求められるようにした

特性値であり，式（2.11）～式（2.13）として定められてい

る． 

図-2.9 Dap の時間変化（竹田ら，1998），縦軸：Dap，

横軸：暴露期間，点線：干満帯，実線（黒）：海中部，

実線（灰）：海上大気中 

xxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxx 

図-2.10  Dap の時間変化，縦軸：Dap，横軸：暴露期

間，各線（形状の違い）：試験体 

xxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxx 

  (2.11) 

ただし，γp：Dp の精度に関する安全係数．一般に 1.0 とし

てよい， ：普通ポルトランドセメントでは一般に 0.65，高

炉セメントでは一般に 1.0． 

Dp については，普通ポルトランドセメント（OPC）およ

び高炉セメント B 種（BB）それぞれを以下のように定めて

いる． 

OPC の場合  

3.9 ⁄ 7.2 ⁄ 2.5 (2.12)

BB の場合  

3.0 ⁄ 5.4 ⁄ 2.2 (2.13)

なお，Dap は曲げひび割れといった損傷の無い実構造部材

や試験体から取得するため，その特性値である Dk もひび割

れなどの劣化がない状態での拡散性状を示す． 

  

2.5 まとめ 

 本章における既往の知見から，本検討ではコンクリート
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内部への塩化物イオン浸透性状を把握するため，見かけの

拡散係数を用いる方針とした．次章以降では，見かけの拡

散係数を用いた塩化物イオン浸透性状の検討や，鉄筋腐食

開始時期の予測手法に用いる拡散係数の特性値の提案を行

う． 

 

3. 長期海洋暴露試験に基づく塩化物イオン拡散メ

カニズムに関する検討 

 

3.1 はじめに 

 2 章で述べたように，海洋環境下での塩化物イオンの拡

散メカニズムは非常に複雑であり，必ずしも明確とはなっ

ていない．特に，港湾構造物で一般的に用いられている高

炉セメントを用いたコンクリートの場合に不明確な点が多

い．例えば，最近の知見として，時間が経過しても，塩分

の浸透が停滞する場合があることが報告されている（小柳

ら，2015）．  

また，塩化物イオンの拡散は時間の影響を大きく受ける

ため，試験期間については，できるだけ長期で実施する必

要がある．また，コンクリートが接する溶液の種類によっ

ても影響を受けるため，暴露環境については自然海水が供

給される環境の方が望ましい． 

よって，本章では，長期海洋暴露試験に基づき，コンク

リートの塩化物イオン拡散メカニズムに関する検討を行っ

た． 

 

3.2 試験概要 

(1) 試験体（試験体 1） 

本試験体の配合および暴露期間を表-3.1 に示す．セメン

トには普通ポルトランドセメント（密度：3.16g/cm3），高炉

セメント B 種（密度：3.04g/cm3）を用い，一部については

置換率を調整するため石膏を添加した高炉スラグ微粉末

（密度：2.89g/cm3，比表面積：4460cm2/g）を用いた．なお，

置換率は 20, 40, 60, 80%とした．細骨材は静岡県大井川水

系陸砂（表乾密度：2.66 g/cm3），粗骨材は東京都青梅産砂岩

砕石（表乾密度：2.66 g/cm3）である．試験体の概略図を図

-3.1 に示す．φ100mm×175mm の円柱試験体で，打設面か

ら 25mm 上端は切断し，一方向からのみ塩化物イオンが浸

透するよう 1 面を残し，他はエポキシ樹脂で被覆した．  

(2) 暴露環境 

暴露環境については，以下の 2 種類とした． 

a) 海水循環水槽（海中部・干満帯） 

屋外に設置された，海中部・干満帯を模擬する試験施設

である．外観写真を写真-3.1，干満サイクルを図-3.2に示 

す．干満はポンプにより1日2回行われ，給水のたびに久里 

表-3.1 試験体1の配合および暴露期間 

XXXXXXXXXXｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘ 

X  

図-3.1 試験体1の概略図 

XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX 

写真-3.1 海水循環水槽（海中部･干満帯を模擬）の外観

XXXXｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘX 

浜湾から新しい海水を採取する． 

b) 海水シャワー場（飛沫帯） 

屋外に設置された，飛沫帯を模擬する試験施設である．

外観写真を写真-3.2 に示す．図-3.2 に示すように，当施設

は海水循環水槽と連動しており，ポンプにより水槽から排

水される海水を試験体へ散水する仕組みである．3 時間の

実海水の散水と 9 時間の乾燥を 1 日に 2 回繰り返す環境で

ある．なお，表-3.1 では該当する試験体の番号に Sp と記

載している． 

OPC BB 40 50 60 145 160 175 20 40 50 60 80 1.0 5.7 7.9

OPC_40_160 ● ● ● 1体 1体
OPC_50_160 ● ● ● 1体 1体 1体
OPC_60_160 ● ● ● 1体 1体

BB_40_160 ● ● ● 1体 1体
BB_50_160 ● ● ● 1体 1体
BB_60_160 ● ● ● 1体 1体

OPC_50_145 ● ● ● 1体 1体
OPC_50_175 ● ● ● 1体 1体

BB_50_145 ● ● ● 1体 1体
BB_50_175 ● ● ● 1体 1体

B20_50_160 ● ● ● ● 1体 1体 1体
B40_50_160 ● ● ● ● 1体 1体 1体
B50_50_160 ● ● ● ● 1体 1体 1体
B60_50_160 ● ● ● ● 1体 1体 1体
B80_50_160 ● ● ● ● 1体 1体 1体

OPC_40_160_Sp ● ● ● 1体 1体
OPC_50_160_Sp ● ● ● 1体 1体
OPC_60_160_Sp ● ● ● 1体 1体

BB_40_160_Sp ● ● ● 1体 1体
BB_50_160_Sp ● ● ● 1体 1体
BB_60_160_Sp ● ● ● 1体 1体

暴露期間
（年）

セメント
W/C
（％）

単位水量

（kg/m3）

高炉スラグ置換率
（％）番号
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図-3.2 暴露試験施設の干満･散水サイクル 

ｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘ」」」」 

(3) 試験項目 

a）塩化物イオン濃度分布 

塩化物イオン濃度分布および塩化物イオン濃度分布から

求められる見かけの拡散係数 Dap を，JSCE-G 573-2013 に準

拠して求めた．本検討における塩化物イオン濃度の定量下

限値は約 0.2kg/m3 である．  

b）細孔径分布 

高炉スラグ微粉末の置換率が異なる供試体を粗粉砕し，

粗骨材を取り除いたモルタル部を 2.5~5mm に粒度調整し

たものに対し，水銀ポロシメーターを用いて測定した． 

 

3.3 試験結果および考察 

試験体 1 の全ての塩化物イオン濃度分布を付録 A に，一

部を図-3.3 に示す．各塩化物イオン濃度分布から求めた

Dap を基に議論を行う． 

(1) W/C および単位水量による影響  

Dap と W/C の関係を図-3.4 に示す．W/C の増加と共に，

Dap は増加する傾向を示した．これは，セメントペーストに

おけるセメントの割合が低下したことにより，セメントペ

ーストの細孔構造が粗になったため，塩化物イオンが浸透

しやすくなったと考えられる． 

一方，図-3.5 は W/C＝0.5 の場合における Dap と単位水

量の関係を示したものである．明確な傾向は見られないこ

とから，W/C が同じであれば，コンクリート中におけるペ 

写真-3.2 海水シャワー場（飛沫帯を模擬）の外観 

ｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘ」」」」 

図-3.4 W/C と Dap の関係，縦軸：Dap，横軸：W/C，
青：OPC，赤：BB 

XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX 

図-3.5 単位水量と Dap の関係（W/C＝0.5），縦軸：

Dap，横軸：単位水量，青：OPC，赤：BB 

ｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘ 
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図-3.3 試験体１の塩化物イオン濃度分布の一例，縦軸：塩化物イオン濃度，横軸：表面からの距離，各実線（色の違

い）：暴露期間，点線：浸透フロント 
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図-3.6 置換率の塩化物イオン分布に対する影響，縦

軸：塩化物イオン濃度，横軸：表面からの距離，各線

（色の違い）：高炉スラグ微粉末の置換率 

XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX 

図-3.7 置換率による Dap への影響，縦軸：Dap，横

軸：高炉スラグ微粉末の置換率，各線（色の違い）：暴

露年数 

XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX 

ースト量の増加による塩化物イオンの浸透性状への影響の

程度は大きくないと考えられる． 

(2) 高炉スラグ微粉末の置換率の影響 

図-3.4 および図-3.5 では，OPC に比べ BB の Dap は非常

に小さくなる傾向を示した．これは，高炉スラグ微粉末の

混和による影響であり，置換率の変化が塩化物イオンの浸

透性状に及ぼす影響についての検討結果を以下に記す． 

図-3.6 は，普通ポルトランドセメントを高炉スラグ微粉

末に 0, 20, 40, 50, 60 および 80%で置換させた場合の塩化物

イオン濃度分布を示したものである．置換率 0%が普通ポ

ルトランドセメント，40, 50, 60%が高炉セメント B 種に該

当する．なお，通常の高炉セメント B 種は 40~45%である．

置換率の増加に伴い，表面から遠い位置での塩化物イオン

濃度は低下する傾向にあった．また，図-3.7 に示す置換率

と Dap の関係では，置換率の増加に伴い，Dapが減少する傾

向が明確に現れた． 

置換率の増加に伴って上述のように遮塩性が向上する原

因を調査するため，細孔径分布を測定した．その結果を図

-3.8 に示す．置換率の違いによる影響は，1μm 以下の細

孔径分布で特に認められた．次に，2.2.2(2)における電気 

図-3.8 置換率と細孔径分布の関係，縦軸：細孔容

積，横軸：細孔径，各線（色の違い）：高炉スラグ微粉

末の置換率 

XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX 

図-3.9 置換率と細孔容積の関係，縦軸：総細孔容

積，横軸：置換率，青棒：10nm 以上の総細孔容積，赤

棒：10nm 以下の総細孔容積 

ｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘ 

二重層の考え方に基づき，細孔直径 10nm を閾値とし，図-

3.8 から総細孔容積を求めたものが図-3.9 である．置換率

の増加に伴い，10nm 以上の範囲での容積が減少する傾向か

ら，塩化物イオンが浸透しやすい細孔が減少（細孔構造が

緻密化）していると考えられる． 

また，高炉スラグ微粉末の混和により普通ポルトランド

セメント量が低下すると，ペースト中のカルシウム濃度が

減少し，初期における Ca(OH)2 生成量が低下する結果，遷

移帯が薄くなるという見解（内川，1995）もある．上述の

10nm 以上の範囲における細孔容積の減少には，この影響も

含まれている可能性が考えられる． 

(3) 暴露期間による影響 

図-3.10 は Dap の経時変化を示したものである．暴露 1 年

目から 5.7 年目において Dap は大きく減少していることが

わかる．その原因の一つとして，暴露期間の長期化に伴い，

セメントの水和が進むことで，細孔構造が緻密化したこと

が考えられる．一方，5.7 年目から 7.9 年目において Dap は

ほとんど変化しない結果となり，2.3.2(4)に示した過去の

知見と一致した． 

また，置換率の増加とともに，浸透フロント（2.2.3 参
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照）が浅くなる傾向にあった．W/C が 0.5 の場合，置換率

40%以上では，5.7 年から 7.9 年にかけて塩化物イオンの浸

透が停滞していると考えられた．(2)において述べた細孔構

造の緻密化と電気二重層が浸透フロントに影響していると

は考えられるものの，フロントの停滞を十分に説明できる

ものではない．この点については，試験体内部の含水量に

原因があるとする考察（たとえば高橋ら，2012）などもあ

り，今後の検討が必要である． 

 

3.4 まとめ 

本章では，長期海洋暴露試験を基に，コンクリートの塩

化物イオン拡散メカニズムに関する検討を行った．主な知

見を以下に示す． 

(1) 高炉スラグ微粉末の置換率の増加とともに，塩化物イ

オン浸透抵抗性が向上した．この理由としては，1）細孔構

造の緻密化に伴い，電気二重層の影響を強く受ける微細な

細孔が増加したこと，2）骨材界面の遷移帯の厚さが減少し

たこと，等が考えられた． 

(2) 高炉スラグ微粉末の置換率の増加は，浸透フロントの

停滞に寄与すると考えられた． 

(3) 今回の実験の範囲において，既往の知見と同様に，見

かけの拡散係数 Dapは 5.7 年目から 7.9 年目にかけて定常値

となる傾向が確認された． 

 

4. 長期海洋暴露試験および実構造物調査により得

られた見かけの拡散係数の実態調査 

 

4.1 はじめに 

 見かけの拡散係数 Dap は，使用材料や配合だけでなく，

施工条件（養生方法等），コンクリートの暴露環境など様々

な要因の影響を受け，結果として，値が大きくばらつくこ

とが知られている． 

本章では，実構造物および長期海洋暴露試験に供した試

験体における Dap を収集し，Dap の実態把握を試みた．  

 

4.2 長期海洋暴露試験の概要 

本調査のため，全国の港湾工事におけるコンクリート打

設時のコンクリートを使用した試験体を製作し，長期暴露

試験に供し，塩化物イオン濃度分布および Dap を取得した．

また，3 章の試験体 1 および過去の知見である後述する複

数の異なるシリーズの試験体における Dap を加えて考察を

行った．調査結果である塩化物イオン濃度分布は付録 A に

示す．また，Dap は 4.4.3 に実構造物の調査結果と共に示

す． 

 

図-3.10  Dap の経時変化，縦軸：Dap，横軸：暴露期

間，各線（色の違い）：高炉スラグ微粉末の置換率 

ｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘ 

図-4.1 試験体2の概略図 

ｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘX 

表-4.1 試験体2のコンクリート配合等 

XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX 

4.2.1 全国の港湾工事時に採取した試験体(試験体 2) 

本試験体は Dap の収集と，Dap の全国的傾向の把握を目的

として，各地方整備局等で実施された港湾施設建設におけ

るコンクリート打設時に製作された管理供試体（円柱）を

収集したものである． 

本試験体の概略図を図-4.1 に示す．収集した管理供試体

の上・下両端約 20mm を切断後，一方向からのみ塩化物イ

オンが浸透するよう 1 面以外をエポキシ樹脂で被覆した．

収集した管理供試体は OPC が 22 種類，BB が 71 種類であ

り，詳細を付録 B に示す．2.3.2(4)の通り Dap 取得時の暴

露年数が 5 年以上であることが望ましく，その条件を満た

すものは OPC が 2 種類，BB が 12 種類であった．それらの
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Replacement Level

OPC BB W C S G 0.99 1.16 5.60 5.81 6.20

No.31 ● 0.64 153 239 837 1100 1体 1体
No.33 ● 0.51 167 329 763 1011 1体 1体
No.38 ● 0.59 149 253 747 1178 1体 1体
No.40 ● 0.64 157 245 827 1085 1体 1体
No.42 ● 0.46 156 339 740 1063 1体 1体
No.44 ● 0.54 174 323 880 888 1体 1体
No.48 ● 0.54 139 257 832 1314 1体 1体 1体
No.56 ● 0.47 173 372 718 1037 1体 1体
No.64 ● 0.45 167 372 742 1037 1体 1体
No.65 ● 0.48 151 316 786 1093 1体 1体
No.66 ● 0.47 137 291 748 1098 1体 1体

No.70,71 ● 0.50 163 326 754 1066 2体 2体
No.74 ● 0.48 165 344 746 1031 1体 1体
No.75 ● 0.54 168 312 806 1017 1体 1体

暴露期間（年）単位量（kg/m3）
W/C

セメント試験体
番号
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配合および暴露期間等を表-4.1 に示す．  

試験体の暴露環境については，3 章同様に，神奈川県横

須賀市に位置する，港湾空港技術研究所所有の長期暴露施

設「海水循環水槽」における「海中部」とした．なお，本

試験条件の特徴を以下に示す． 

1）溶液が自然海水であり，実環境と同様な暴露環境を再

現可能 

2）常時海水中に浸漬させることで，試験期間中，一定の

状態を保持することが可能 

3）年間平均気温は 16℃程度（神奈川県三浦市での気象

庁データ）であり，我が国の中で平均的な気象環境に位置

する． 

4.2.2 港湾空港技術研究所で製作した試験体（試験体 3

～6） 

(1）試験体 3 

本試験体は普通ポルトランドセメントおよび高炉セメン

ト B 種を用い，W/C を 0.47~0.52 としたφ100×200mm の

円柱試験体である．細骨材には川砂（表乾密度：2.63 g/cm3，

吸水率 1.63%），粗骨材には砕石（表乾密度：2.64g/cm3，吸

水率 0.60%）を用いた．試験体 1 や試験体 2 とは異なり，

塩化物イオンの浸透をエポキシ樹脂によって遮断していな

いため，円柱側面から塩化物イオンが浸透する．そのため，

Dap は，円柱座標系を用いて計算した（審良ら，2005）．コ

ンクリート配合を，Dap を含めて表-4.2 に示す．本試験体

は 3.2 の海水循環水槽（干満帯を模擬）に約 10 年間設置さ

れた． 

(2）試験体 4 

本試験体は普通ポルトランドセメントを用い，W/C を 

0.55 とした 600×900×600mm のコンクリートブロックで

ある．細骨材には千葉県木更津産山砂（表乾密度：2.61 g/cm3，

吸水率 1.74%），粗骨材には北海道上磯町産砕石（表乾密度：

2.70 g/cm3，吸水率 0.33%）を用いた．φ100mm のコアを試

験体上面から採取し，塩化物イオン濃度分布から Dap を求

めた．試験体の配合を表-4.3 に，Dap を含めて示す．本試

験体は 3.2 の海水シャワー場（飛沫帯を模擬）に 5.4 年間

設置された． 

(3）試験体 5 

本試験体は 5 種のセメント（普通ポルトランドセメント，

高炉セメント A･B･C 種，フライアッシュセメント B 種）

を用いて，φ150×300mm の円柱試験体を製作した．本試

験体の概略図を図-4.2 に示す．なお，W/C は 0.45 と 0.55

の 2 種類である．細骨材は川砂（表乾密度 2.64g/cm³，吸水

率 1.82％），粗骨材は川砂利（表乾密度 2.76g/cm³，吸水率

1.10%）を用いた．粗骨材の最大寸法は 20mm である．ま

た，混和剤として，AE 減水剤および AE 剤を用いた．試験 

表-4.2 試験体3のコンクリート配合等 

XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX 

表-4.3 試験体4のコンクリート配合等 

ｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘ 

図-4.2 試験体5の概略図 

XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX 

表-4.4 試験体5のコンクリート配合等 

XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX 

表-4.5 試験体6のコンクリート配合等 

xxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxx 

体の配合を表-4.4 に，Dap を含めて示す．なお，本検討で

は普通ポルトランドセメント，高炉セメント B 種の結果の

みを使用した．また，試験体 1 と同様に，塩化物イオンは

円柱側面から浸透するため，Dap は円柱座標系を用いて計算

した（審良ら，2005）．本試験体は 3.2 の海水循環水槽（干

満帯を模擬）に約 15 年間設置された．  

(4）試験体 6 

本試験体は普通ポルトランドセメントを用いて，W/C を

0.37 および 0.50 とした 150×150×800mm の角柱試験体で

暴露期間 D ap

OPC BB W C S G 約10年 (cm2/年)

1 ● 0.515 170 330 831 977 1体 0.74
2 ● 0.500 165 330 836 985 1体 0.69
3 ● 0.470 155 330 847 1001 1体 0.50
4 ● 0.515 170 330 923 964 1体 0.63
5 ● 0.527 174 330 810 972 1体 0.12
6 ● 0.500 165 330 821 985 1体 0.17
7 ● 0.470 155 330 831 1001 1体 0.077
8 ● 0.515 170 330 907 964 1体 0.068

単位量（kg/m3）セメント試験体
番号

W/C

OPC BB W C S G 5.4年 （cm2/年）

N ● 0.55 158 288 786 1094 1体 0.36

暴露期間 D ap試験体
番号

セメント
W/C

単位量

（kg/m3）

OPC BB 0.45 0.55 W C S G 約15年 （cm2/年）

OPC_0.45 ● ● 162 360 738 1110 1体 0.43
OPC_0.55 ● ● 165 302 826 1056 1体 0.49

BB_0.45 ● ● 160 355 736 1108 1体 0.10
BB_0.55 ● ● 162 295 793 1099 1体 0.22

D ap暴露期間
試験体番号

セメント W/C
単位量

（kg/m3）

OPC BB W C S G 約15年 （cm2/年）

37-20 ● 0.37 178 481 609 1080 1体 0.12

50-35_No.1 ● 0.50 165 330 804 1061 1体 0.53

50-35_No.2 ● 0.50 165 330 804 1061 1体 0.72

暴露期間 D ap
試験体番号

セメント
W/C

単位量

（kg/m3）
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ある．細骨材は台湾産川砂（表乾密度：2.66 g/cm3，吸水率

1.17%），粗骨材は酒匂川産砕石（表乾密度：2.76 g/cm3，吸 

水率 1.06%）である．φ68mm のコアを採取し，JCI-SC4 に

準拠して塩化物イオン濃度分布および Dap を求めた．試験

体の配合と Dap を表-4.5 に示す． 

暴露環境は沖縄県那覇港の橋桁下（D.L.+6~7m）で，常時

波しぶきや潮風の影響を受けるため，飛沫帯に近い環境で

ある．暴露期間は約 15 年間である． 

 

4.3 実構造物調査の概要 

実構造物の Dap の実態を把握するため，過去に実構造物

を対象に実施された調査結果から，Dapを収集した．本検討

に使用した施設の一覧を表-4.6 に示す．セメント種類の不

明なものについては，後述する方法によりセメント種類を

推定した結果を示す． 

4.3.1 港湾空港技術研究所で実施した調査 

過去に実施された現地調査結果（山路，2011）から Dap を 

取得した．調査対象施設は A-1~A-5 港である．いずれもセ

メント種類が不明であった．そこで，BB に混和されている

高炉スラグ微粉末に硫黄が含まれていることに着目し，塩 

酸で溶解させ，硫化水素が発生した場合には BB，発生しな

い場合は OPC と推定することとした．また，A-1 港および

A-2 港については別途 SEM-EDS 分析も実施し，セメント

種類を OPC と推定した．  

4.3.2 地方整備局で実施した調査 

各地方整備局が作成した維持管理計画書および劣化状況

点検診断調査結果に記録された塩化物イオン濃度分布から，

Dap を計算した．調査対象施設は B-1~B-5 港である．B-1 港

についてはセメント種類が不明であったため，4.3.1 の硫

化水素の発生の有無を確認する手法を用いてセメント種類

を推定した．セメント種類推定のための試料は，山路ら

（2006）の手法に倣い，図-4.3 に示すように現地からφ30

×30mm のコアを，桟橋上部工のコンクリートと一体であ

ることを確認した箇所から取得した．また，別途 SEM-EDS

分析を実施し，セメント種類を OPC と推定した．  

 

4.4 試験体および実構造物における見かけの拡散係数

の実態 

4.4.1 試験体における調査結果 

本検討で得られた試験体の塩化物イオン濃度分布を付録

A に示す．また，Dap は後述の図-4.7 および図-4.8 に示す．  

4.4.2 実構造物における調査結果 

本検討で得られた実構造物の塩化物イオン濃度分布を付

録 C に，一部を一例として図-4.4，図-4.5 に示す．供用開

始から 30 年以上経過した場合には，表面付近の塩化物イオ 

表-4.6 調査対象とした港湾施設の一覧 

※セメント種類の推定結果

XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX 

図-4.3 コア採取箇所と概略図 

XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX 

図-4.4 OPC(推定)の塩化物イオン濃度分布の一例，縦

軸：塩化物イオン濃度，横軸：表面からの距離，各線

（色の違い）：コア採取箇所 

XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX 

図-4.5  BB の塩化物イオン濃度分布の一例，縦軸：塩

化物イオン濃度，横軸：表面からの距離，各線( 

色の違い）：コア採取箇所 

XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX 

塩酸による
検査

SEM-EDS
分析

A-1港 OPC※ - 35年 〇 〇

A-2港 OPC※ - 39年 〇 〇

A-3港 OPC※ - 19年 〇 -

A-4港 OPC※ - 21年 〇 -

A-5港 OPC※ - 39年 〇 -

B-1港 OPC※ - 46年 〇 〇

B-2港 OPC - 26年

B-3港 OPC - 31年

B-4港 BB 0.536 11年

B-5港 BB 0.500 12年

セメント種類の推定方法

施設
セメント
種類

W/C
供用
期間
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ン濃度が低下しているケースが多く確認された．この場合

には 2.3.1 において述べたように，低下した部分を除いて

Dap を求めた．図-4.6 は付録 C に示した実構造物の塩化物

イオン濃度分布から得られた Dap の累積度数分布を示した

ものである．OPC では 0~0.8cm2/年が全体の 67%を，BB で

は 0~0.8cm2/年が全体の 94%を占めた．また，OPC の Dap が

0~1.6cm2/年まで幅広く分布するのに対し，BB は 0.8cm2/年

以上のデータは一点のみであった．Dap の平均値および中央

値は，OPC では 0.67cm2/年および 0.54cm2/年，BB では

0.51cm2/年および 0.48 cm2/年であった．このように，セメン

ト種類の違いによる影響が実構造物においても確認された． 

4.4.3 見かけの拡散係数と W/C の関係  

試験体 1（3 章），4.2 および 4.3 において得られた Dap と

W/C の関係について，OPC を図-4.7，BB を図-4.8 に示す．

なお，実構造物において，W/C が不明なデータが多い．こ

の場合の W/C については，以下の方法により仮定する．図

-4.9 は，1974 年度に桟橋施設に対して実施された劣化実態

調査結果である（大即ら，1988）．この結果より，大半が W/C 

= 0.50 である．よって，実構造物において，W/C が不明な

データについては，W/C = 0.50 と仮定する． 

試験体はW/Cの増加に伴いDapが増加していることが確

認された．一方，実構造物は試験体に比べてばらつきが大

きい結果となった．また，実構造物におけるDapの平均値は

OPCが0.67cm2/年，BBが0.51cm2/年であるから，OPCはほぼ

試験体と同程度の数値であり，BBは試験体よりも高い数値

であった． 

 

4.5 まとめ 

本章では試験体と実構造物から取得した見かけの拡散係

数を比較した．以下に得られた知見を記す． 

(1) 実構造物の見かけの拡散係数は，普通ポルトランド

セメントでは0.1~1.6cm2/年程度，高炉セメントB種では

0.1~0.8cm2/年程度であった． 

(2) 実構造物から得られた見かけの拡散係数は，試験体

から得られた見かけの拡散係数よりもばらつきが大きくな

ることが示された． 

 

5. 塩化物イオン拡散係数の特性値の提案 

 

5.1 はじめに 

本章では，4章で収集した見かけの拡散係数Dapの実態を基

に，鉄筋腐食開始時期の予測時に用いる塩化物イオン拡散

係数の特性値Dkの導出を行う． 

なお，H19基準における，塩化物イオンの侵入による鉄筋

腐食に関する予測手法の課題と，それに対する対応方針の 

図-4.6  OPC の Dap の累積度数分布，縦軸：累積度

数，横軸：Dap，青点：OPC，赤点：BB 

XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX 

図-4.7 OPC における Dap と W/C の関係，縦軸：Dap，

横軸：W/C，×：実構造物，その他：試験体 

XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX 

図-4.8 BB における Dapと W/C の関係，縦軸：Dap，

横軸：W/C，×：実構造物，その他：試験体 

XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX 

図-4.9 桟橋上部工の W/C の累積度数分布 
（大即ら，1988），縦軸：累積度数，横軸：W/C 
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Ssssssssssssssssssssssssssssssssssssssssssssssssｘ 

図-5.2 BB の Dk 提案値，縦軸：Dk,Dap，横軸：W/C，
青線：α＝0.512 の式(5.5)，赤線：式(5.8)，×：実構造物の

Dap，その他：試験体の Dap 

Ssssssssssssssssssssssssssssssssssssssssssｘ 

概要を付録Dに整理した．また，本章で提案した塩化物イオ

ンの拡散係数の特性値を用いた鉄筋腐食開始時期の試算例

（かぶり70mmの場合）を付録Eに，設計供用期間50年を満

足するかぶりの試算例を付録Fに記載した． 

 

5.2 拡散係数の特性値の導出 

 本章では，4 章で得られた，試験体および実構造物にお

ける Dap の調査結果に基づき，Dk を提案する．  

 Dkに関する提案値は，図-4.7 および図-4.8 おける Dap の

分布を基に，下記の手順で導出した．式（5.1~5.3）は H19

基準における Dk の式である．  

 (5.1)

OPC の場合  

 3.9 ⁄ 7.2 ⁄ 2.5 (5.2)

BB の場合  

 3.0 ⁄ 5.4 ⁄ 2.2 (5.3)

ただし，Dpに関する安全係数γp は一般的な数値である 

1.0 とする． 

xxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxx 

図-5.4 BB における Dk の比較，縦軸：Dk,Dap，横軸：

W/C，青線：示方書 2012 の Dk，緑線：式(5.8)，赤線：

H19 基準の Dk，×：実構造物の Dap，その他：試験体の
Dap 

xxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxx 

式（5.1）を式（5.2）および式（5.3）に代入すると，式（5.4） 

および式（5.5）が得られる． 

OPC の場合  

⁄ 3.9 ⁄ 7.2 ⁄ 2.5 (5.4)

BB の場合  

⁄ 3.0 ⁄ 5.4 ⁄ 2.2 (5.5)

図-4.7 および図-4.8 に示す Dap と，式（5.4）および式

（5.5）との誤差が最小となるよう換算係数αを計算した結

果，αは OPC では 0.470，BB では 0.512 であった．なお，

H19 基準においては，αは OPC では 0.65，BB では 1.0 で

あった． 

次に，式の形態の簡素化のため，式（5.4）および式（5.5）

を一次関数に変更する．式（5.6）を基本式，係数 a および

b を変数として，式（5.4）および式（5.5）のαに OPC は

0.470，BB は 0.512 を代入した式との誤差が最小となるよ

う a および b を求めた．ただし，a,b は有効数字を小数第一

位とする正数とした．算出された a,b を式（5.6）に代入し 
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Dk：Standard Specification 2012

図-5.1 OPC の Dk 提案値，縦軸：Dk,Dap，横軸：W/C，
青線：α＝0.470 の式(5.4)，赤線：式(5.7)，×：実構造物の

Dap，その他：試験体の Dap 

図-5.3 OPC における Dk の比較，縦軸：Dk,Dap，横

軸：W/C，青線：示方書 2012 の Dk，緑線：式(5.7)，赤

線：H19 基準の Dk，×：実構造物の Dap，その他：試験

体の Dap 
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たものが，式（5.7）および式（5.8）である．以降，提案値

と呼ぶ． 

⁄   (5.6) 

OPC の場合  

 3.4 ⁄ 1.9 (5.7) 

BB の場合  

 2.5 ⁄ 1.8 (5.8) 

式（5.4）および式（5.7），式（5.5）および式（5.8），4 章

で得られた Dap の関係を図-5.1 および図-5.2 に示す．ｘｘ 

図-5.3 および 図-5.4 には Dap と提案値の位置関係を示

し，参考として H19 基準およびコンクリート標準示方書設

計編 2012 年度版（土木学会，2012．以降，示方書 2012）に

おける Dk も併示した．提案値はどちらも H19 基準と示方

書 2012 の間に位置した．各式を以下に示す． 

OPC の場合  

 ・H19 基準  

 3.9 ⁄ 7.2 ⁄ 2.5 (5.9) 

・示方書 2012  

 3.0 ⁄ 1.8 (5.10)

BB の場合  

 ・H19 基準  

 3.0 ⁄ 5.4 ⁄ 2.2 (5.11)

・示方書 2012  

 3.2 ⁄ 2.4 (5.12)

 

5.3 まとめ 

試験体および実構造物から得られた見かけの拡散係数か

ら求めた，拡散係数の特性値の提案値を以下に記す． 

OPC の場合  

 3.4 ⁄ 1.9  

BB の場合  

 2.5 ⁄ 1.8  

 ただし，本式の基となった見かけの拡散係数は飛沫帯・

干満帯・海中部に位置するコンクリートから取得されたも

のであるため，本式は海洋環境のうち飛沫帯・干満帯・海

中部に位置する鉄筋コンクリートを主に想定している． 

 

6. 結論 

 

本検討では，まず，長期海洋暴露試験を基に，コンクリ

ートの塩化物イオン拡散メカニズムに関する検討を行った．

主な知見を以下に示す． 

(1) 高炉スラグ微粉末の置換率の増加とともに，塩化物

イオン浸透抵抗性が向上した．この理由としては，1）細孔

構造の緻密化に伴い，電気二重層の影響を強く受ける微細

な細孔が増加したこと，2）骨材界面の遷移帯の厚さが減少

したこと，等が考えられた． 

(2) 高炉スラグ微粉末の置換率の増加は，浸透フロント

の停滞に寄与すると考えられた． 

(3) 今回の実験の範囲において，既往の知見と同様に，

見かけの拡散係数 Dapは 5.7 年目から 7.9 年目にかけて定常

値となる傾向が確認された． 

 

次に，試験体および実構造物から見かけの拡散係数を取

得し，実態の把握を行った．その結果を以下に記す． 

(4) 実構造物の見かけの拡散係数は，普通ポルトランド

セメントでは 0.1~1.6cm2/年程度，高炉セメント B 種では

0.1~0.8cm2/年程度であった． 

  

最後に，試験体および実構造物から収集した見かけの拡

散係数の実態を基に，鉄筋腐食開始時期の予測時に用いる

塩化物イオン拡散係数の特性値を算出する式の導出を行っ

た．その式を以下に記す． 

(5) OPC の場合  

 3.4 ⁄ 1.9  

BB の場合  

 2.5 ⁄ 1.8  

 ただし，本式の基となった見かけの拡散係数は飛沫帯・

干満帯・海中部に位置するコンクリートから取得されたも

のであるため，本式は海洋環境のうち飛沫帯・干満帯・海

中部に位置する鉄筋コンクリートを主に想定している． 

 

7. おわりに 

 

 本検討では，試験体と実構造物との見かけの拡散係数の

傾向の違いが確認された．各地方整備局から提供された管

理供試体を元に製作した試験体（試験体 2）は，該当する実

港湾構造物が現存し，かつコンクリートの情報は把握して

いる．これらに対する調査を行うことで，見かけの拡散係

数の傾向の違いとその原因について検討を進める予定であ

る．また，得られた見かけの拡散係数をもとに，塩化物イ

オンの侵入よる鉄筋腐食に関する照査手法の精度向上を図

る予定である． 

（2017年11月2日受付） 
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記号表 

As ：鉄筋の断面積（mm2） 
bw ：部材の腹部幅（mm） 

c ：かぶり（mm） 

C ：単位セメント量（kg/m3） 
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 C0 ：表面塩化物イオン濃度（kg/m3） 

 Cd ：鉄筋位置における塩化物イオン濃度（kg/m3）

 Ci ：初期塩化物イオン濃度（kg/m3） 

 Clim ：腐食発生限界塩化物イオン濃度（kg/m3） 

 CS ：鉄筋の中心間隔（mm） 

 d ：有効高さ（mm） 

 
D0 ：コンクリート中の塩化物イオンの移動に及ぼ

すひび割れの影響の定数（cm2/年） 

 Dap ：見かけの拡散係数（cm2/年） 

 Dd ：ひび割れの影響を考慮した拡散係数（cm2/年）

 Dk ：拡散係数の特性値（cm2/年） 

 DP ：コンクリートの拡散係数の予測値（cm2/年） 

 Ec ：コンクリートのヤング係数（kN/mm2） 

 Es ：鉄筋のヤング係数（kN/mm2） 

 f ’c ：コンクリートの圧縮強度（N/mm2） 

 G ：単位粗骨材量（kg/m3） 

 k ：中立軸比 

 
k1 ：鉄筋の表面性能がひび割れ幅に及ぼす影響を

表す係数 

 
k2 ：コンクリートの品質がひび割れ幅に及ぼす影

響を表す係数 

 k3 ：引張鉄筋の段数の影響を表す係数 

 l ：ひび割れ間隔（mm） 

 
Md ：仕様限界状態検討時の曲げモーメントの設計

用値（kN･m） 

 n ：ヤング係数比 

 pw ：鉄筋比 

 S ：単位細骨材量（kg/m3） 

 t ：暴露年数（年） 

 w ：ひび割れ幅（mm） 

 wa ：ひび割れ幅の限界値（mm） 

 W ：単位水量（kg/m3） 

 W/C ：水セメント比 

 x ：H.W.L.から部材下面までの距離（m） 

 α ：換算係数 

 γc ：コンクリートの材料係数 

 
γCl ：鉄筋位置における塩化物イオン濃度のばらつ

きを考慮した安全係数 

 γi ：構造物係数 

 γp ：Dpの精度に関する安全係数 

 
ε’csd ：コンクリートの収縮およびクリープ等による

ひび割れ幅の増加を考慮するための数値 

 φ ：引張鉄筋径で，最小鉄筋の公称径（mm） 

 
σse ：表面に近い位置にある鉄筋応力度の増加量

（N/mm2） 
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付録 A 試験体の塩化物イオン濃度分布一覧 

【試験体 1】 

縦軸：塩化物イオン濃度、横軸：表面からの距離、各線（色・形状の違い）：暴露期間、点線：浸透フロント 
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【試験体 2】 

縦軸：塩化物イオン濃度、横軸：表面からの距離、各線（色・形状の違い）：暴露期間 
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【試験体３】 

縦軸：塩化物イオン濃度、横軸：表面からの距離、各線（色・形状の違い）：試験体番号 

 

 

 

【試験体４】 

縦軸：塩化物イオン濃度、横軸：表面からの距離 

 

  

 

【試験体５】 

縦軸：塩化物イオン濃度、横軸：表面からの距離、各線（色・形状の違い）：セメント組成_W/C 

 

  

 

【試験体６】  

縦軸：塩化物イオン濃度、横軸：表面からの距離、各線（色・形状の違い）：試験体番号 
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付録 B 試験体２（製作：各地方整備局等）の配合および試験結果一覧    暴露環境 ： 海中部 （海水循環水槽） 

 

No. 
打設時

の気温

(℃) 
打設日 ｾﾒﾝﾄ 

種類 

呼び 
強度

(N/mm2)

Gmax
(cm)

W/C
(%)

s/a
(%)

W 
(kg/m3)

ｽﾗﾝﾌﾟ
(cm)

空気量 
(%) 

養生

日数

(日)

養生 
方法 使用部位 

暴露 1.0~1.15 年 暴露 4.60~6.17 年 

Dap 
(cm2/年)

C0 
(kg/m3)

Dap 
(cm2/年) 

C0 
(kg/m3) 

1 27 2007/5/18 N 18 40 64 40.6 143 9.5 4.1 6 室内 防波堤上部工 5.83 6.24   
2 22 2007/6/6 BB 24 20 53 46.2 163 13 4.5 7 現場 ケーソン 0.35 20.7   
3 21 2007/5/21 BB 24 20 54.8 44.6 167 11.5 4.3 28 現場 ケーソン 0.62 14.2   

4 24 2007/6/20 BB 21 40 60 41 147   7 現場 消波ブロック 
50t 型 0.57 7.11   

5 24 2007/6/18 BB 18 40 64 43.1 146 8.5 5.3 7 現場 消波ブロック 
25t 型 0.67 10.2   

6 24 2007/6/5 BB 24 20 54.8 44.6 167 12.5 4.2 28 現場 ケーソン 0.39 16.5   
7 27 2007/6/25 BB 27 20 50.5 54.5 164 13 4 7 現場  0.37 25.8   
8 23 2007/6/7 BB 24 20 53.5 39.6 173 12.5 4.8 12 現場 ケーソン 0.32 22.9   
9 20 2007/6/26 BB 27 40 46.6 42.4 157 11.5 3.9 7 現場 ケーソン 0.45 9.86   

10 17 2007/7/7 BB 24 40 48.1 36.4 153 12 4.4 7 現場 ケーソン 0.45 18.7   
11 22 2007/5/22 BB 27 20 53 45.1 167 13 5 30 現場 上部工 0.81 22.8   
12 17 2007/5/21 BB 21 40 63 43.3 152 8.5 4.5 7 室内 根固方塊 0.16 19.3   
13 24 2007/5/21 BB 21 40 63 43.3 152 8 5 7 室内 被覆ブロック 0.29 19.6   
14 21 2007/5/21 BB 21 40 63 43.3 152 7 4.2 7 室内 蓋コンクリート版 0.30 12.7   
15 21 2007/5/21 BB 21 40 63 43.3 152 8 4.5 7 室内 上部ブロック 0.25 14.1   
16 25 2007/7/19 BB 27 20 54 47 164 12.5 4.6 7 現場 ケーソン（岸壁） 0.32 19.2   
17 28 2007/7/19 BB 18 40 60 41 166 6.5 4.1 7 現場 護岸本体ブロック 0.42 16.4   
18 26.5 2007/7/19 BB 18 40 64.5 41.9 154 8 4.8 7 現場 上部コンクリート 0.92 6.74   
19 27 2007/7/23 BB 21 40 59 40.6 158 9 4.9 5 現場 消波ブロック 0.66 10.8   

20 21 2007/5/16 BB 27 20 52 45 172 13.5 4.2 7 現場 1,
室内 6

ケーソン 0.35 9.52   

21 23 2007/6/7 BB 21 40 63 43.1 155 8  7 現場 1,
室内 6

上部工 1.97 7.08   

22 31 2007/8/24 BB 27 20 49 44.9 163 11 4.1   ケーソン躯体 0.59 11.8   

23 25 2007/7/31 BB 18 40 63 42.1 148 7 4.8 28 現場 16t 型テトラ 
ポット 2.16 7.05   

24 25 2007/9/5 BB 18 40 60 760 160 8 3.9 6 現場 上部工 1.05 6.93   
25 30 2007/9/3 BB 18 40 62.8 40 151 8 4.5 3 現場 被覆ブロック 0.73 11.1   
26 30 2007/9/3 BB 18 40 62.8 40 151 8 4.5 3 現場 被覆ブロック 0.77 13.3   
27 28 2007/9/3 BB 24 20 55 20 165 12.5 5.2 7 現場 ケーソン 0.42 9.26   



－25－ 

28 26 2007/9/13 N 30 25 47.5 42.9 170 12 4.2 5 現場 ケーソン 0.69 6.08   
29 28 2007/9/6 BB 21 40 61 45.6 152 8 4.2 28 室内 ケーソン 0.25 13.4   

30 27 2007/9/3 BB 27 20 52 45.6 166 12 5.4 28 室内 被覆・根固工 
根固方塊 0.43 7.44   

31 26 2007/10/4 BB 21 40 64 44.3 153 8.5 5.1 7 現場 消波ブロック 2.81 6.51 0.34 31.7 
32 24 2007/9/13 BB 30 25 42.3 37.9 172   3 現場 本体工 0.33 12.5   
33 24 2007/10/18 BB 24 20 50.8 43.7 167 12.5 4.2 3 現場 スリットケーソン   0.24 43.1 
34 12 2007/10/30 N 30 25 49.8 45.9 164 10.5 4.2 2 現場 本体工 1.84 4.96   
35   HEPC  20 33.5 45.6 150    現場 PC 床版 0.44 5.90 0.34 47.4 
〃                0.36 25.5 
36   HEPC  20 33.5 45.6 150    現場 PC 床版 0.50 5.77 0.29 29.3 
〃                0.32 24.5 

37 23 2007/9/27 BB 18 40 58.5 39.5 161 9 4 41 現場 蓋コンクリート 
上部コンクリート

1.12 13.8   

38 15 2007/11/14 BB 21 40 59 39.4 149   7 現場 均しコン 2.49 7.17 0.17 51.0 
39 13 2007/11/15 BB 18 40 64.5 40.5 149 9 4.9 6 現場 -     
40 14 2007/11/12 N 18 40 64 44.2 157 8.5 5.2 7 現場 被覆工、根固工 2.72 5.45 1.08 16.4 

41 24 2007/9/13 BB 30 25 46 40.1 166 12 4.5 7 現場 ケーソン製作、 
指定部分以外 0.77 6.88   

42 10 2007/12/21 BB 30 25 46 42 156 13.5 5.5 6 室内 - 1.92 12.2 0.31 37.3 
43 11 2007/12/20 BB 18 40 59 41.3 158 9.5 4.8  現場 蓋コンクリート 1.03 5.55   
44 6 2008/1/12 BB 24 20 54 50.3 174 19 3.8 12 現場 上部工 1.31 14.4 0.16 68.3 
45 21 2008/1/22 N 18 40 64 43.4 150 9.5 4.8 5 現場 上部工 28.4 3.62   

46 16 2007/11/7 BB 27 20 52 45 172 11.5 4.8 7 現場 1,
室内 6

ケーソン 1.17 6.25   

47 13 2007/11/15 BB 21 40 63 43.1 155 9 4.2 7 現場 1,
室内 6

根固ブロック 
上部ブロック 1.20 6.77   

48  2008/2/4 N 21 40 54.1 38.8 139 8 4.5 7 室内 テトラポッド

40t・50t 重量型 2.15 4.50 0.72 38.5 

〃                0.94 26.7 
49 1 2008/2/4 N 21 40 54.9 40 137 8.5 4.5 7 現場 消波ブロック 4.54 6.80   
50 19.1 2007/11/14 BB 24 20 55 45.4 169 12.5 5.6 12 現場 上部工 2.53 6.75   

51 13 2008/3//1 BB 18 40 60 41.5 153 8.5 3.4 6 室内 蓋コンクリート・

上部コンクリート
0.44 10.2 0.06 41.9 

52 23 2007/9/13 BB 18 40 62.7 41.6 147 7.5 5.7 6 現場 上部コン 2.52 7.59 0.96 16.7 
53 12 2007/10/6 BB 30 25 50 47.5 147 12.5 4.7 6 現場 ケーソン 0.36 10.8   
54  2008/1/10 BB 27 20 52 46.3 169 12 5.5 42 海中 上部工   0.69 22.2 

55 9 2008/3/6 BB 21 40 63 43.1 155   7 現場 1,
室内 6

上部・蓋 1.07 6.42 0.44 16.6 

56 19 2008/6/12 BB 30 25 46.5 41.8 173 12.5 4.5 4 室内 ケーソン 0.20 8.59 0.07 21.0 
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57 19 2008/6/9 BB 18 40 64.7 44.9 146 7 3.9 8 現場 1,
室内 7

上部コンクリート 0.82 10.6 0.52 23.6 

58  -           - 6.37 6.49   
59  -           - 5.16 7.07   

60 30 200/6/25 N 18 40 64 45.6 150 4.8 8 6 室内 消波工 5.54 4.41   
61 31 2008/6/20 N 27 20 51 46.5 169 10 4.4 7 現場 床版 2.91 4.79   
62 20 2008/6/24 N 18 40 65 41.3 153 8 5.2 3 現場 被覆ブロック 4.19 5.41   
63 20 2008/6/30 N 27 20 54 47 164 12 4.1 7 現場 ケーソン 0.35 8.91   
64 25 2008/7/1 BB 30 20 45 42.3 167 13 4.9 7 現場 上部コン 0.41 11.2 0.07 38.2 
65 14 2008/6/30 BB 27 40 47.8 41.6 151 12 3.9 9 現場 ケーソン 0.53 10.4 0.19 31.6 
66 16 2008/7/3 BB 27 40 47 39 137 4.5 6 7 現場 根固ブロック 0.90 8.91 0.11 38.1 
67 24 - BB 18 40 59 46.4 147 8 4.5 7 現場 被覆ブロック 0.96 7.43   
68 29 2008/7/14 BB 18 40 63 44 156 8.5 4.7 7 現場 蓋・上部コン 0.58 9.97 0.32 29.1 
69 26 2008/7/24 N 30 25 47.1 41.8 170 11.5 4.5 4 現場 本体工 1.42 5.84   
70  2008/7/15 BB 27 20 50 42.3 163   9 水中 上部コン 0.44 9.95 0.09 30.5 
71  2008/7/15 BB 27 20 50 42.3 163   9 水中 上部コン 0.44 10.6 0.09 36.0 
72 24 2008/7/31 BB 33 20 49.2 38.2 167   7 現場 ケーソン 0.59 6.81   
73 24 2008/7/16 BB 33 20 49.5 42.4 160 12 5.3 7 現場 - 0.69 8.38   
74 25 2008/8/6 BB 30 25 48 42.5 165 11.5 4.5 5 現場 本体工 0.71 12.4 0.23 28.5 

75 29 2008/7/29 BB 24 20 54 44.7 168 11 5.1 7 現場 本体工  
直立消波ブロック

1.13 8.07 0.27 18.5 

76 29 2008/8/1 BB 18 40 64.5 41.7 147 8 4.2 7 現場 上部工上部 
コンクリート版 0.75 7.11 0.26 19.6 

77 22 2008/6/10 BB 27 20 52 45 172 12 4.7 7 現場 1,
室内 6

ケーソン     

78 24 2008/6/18 BB 27 20 52 45 172 12.5 5 7 現場 1,
室内 6

ケーソン     

79 24 2008/6/13 BB 21 40 63 43.1 155 9 4 7 現場 1,
室内 6

ブロック     

80 33 2008/8/18 N 27 20 51 46.5 169 14 4.7 7 現場 上部コンクリート     
81  2008/8/8 BB 27 20 50 42.3 163   21 水中 上部コンクリート     
82 24 2008/8/27 BB 18 40 64 40.9 148 8 4.1 3 現場 被覆ブロック     

83 26 2008/8/26 BB 21 40 57.5 42.3 150 7 4.2 7 現場 ディンプル 35t・
クリンガー60t 型   0.38 16.5 

84 27 2008/7/9 BB 18 40 65 42.7 152 8 5.2 7 現場 消波ブロック     

85 23 2008/8/58 BB 24 20 53 46.1 168 12.5 4.7 7 現場 ケーソン・セルラ

ーブロック     

86 21 2008/8/28 BB 18 40 63.1 42 145 9 4 5 現場 被覆ブロック   0.44 16.7 
87 26 2008/9/1 N 30 25 46.5 41.5 169 11.5 4.6 3 現場 ケーソン     
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88 25 2008/7/4 BB 21 40 62 43.9 152 9 4.3 7 現場 上部ブロック・被

覆ブロック     

89 24 2008/8/27 BB 30 25 46 43.9 161 13 4 7 現場 ケーソン     
90 25 2008/11/5 N 18 40 64 43.8 151 7.5 4.2 5 現場 -   4.14 8.85 
91 6 2008/12/11 N 18 40 62 43.5 151 8 4.5 7 現場 消波ブロック   2.90 17.9 
92 10 2009/1/10 N 18 40 64 43.8 151 7 3.8 10 水中 -     

93 6 2009/1/13 BB 21 40 59 37.7 149 9 4.5 9 現場 消波ブロック（８

０ｔ型）     

94 16 2009/11/11 N 18 40 62.5 40.3 160 8 4.1 9 水中 クリンガー政策

20t 型     

95 14 2009/11/10 N 18 40 63.8 42 160 8 5.2 9 水中 テトラポッド製作

（16t 型）   1.58 19.6 

96 21 2009/1/6 N 18 40 63.5 44.9 151 7 3.4 28 水中 -     

97 3 2009/2/4 N 33 20 49.4 38.9 166 11 4.9 4 給油 
養生 

ケーソン     

98 14 - N 21 40 58 42.5 150 9.5 4.7 28 水中 上部コンクリート   1.80 8.67 
99 19 2008/3/19 N 21 20 63.5 42 154 8 4.5 7 水中 3.2t テトラポット   2.34 16.5 
〃                3.20 10.8 

100 8 2008/12/12 BB 27 20 52.5 44.8 164 8 4.5 109 水中 上部工   0.24 29.1 
〃                0.13 26.8 
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付録 C 実構造物の塩化物イオン濃度分布一覧 

・縦軸：塩化物イオン濃度、横軸：表面からの距離、各線（色・形状の違い）：コア採取箇所 
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付録 D 塩化物イオンの侵入による鉄筋腐食に関す

る照査手法の現状の課題および対応方針案 

 

ここでは，「港湾の施設の技術上の基準・同解説（以下，

基準）1）」における，「塩化物イオンの侵入による鉄筋腐食

に関する照査手法」について，まずは現状の課題を整理し，

その課題に対する対応方針案について述べる．この際，照

査の対象とする構造物と，照査手法自体に分けて述べた． 

なお，この付録 D の 2.2 に示した提案手法（平成 30 年度

に改訂予定の「港湾の施設の技術上の基準・同解説」にお

ける手法）および 5 章で提案した拡散係数の特性値に基づ

く鉄筋腐食開始時期の試算例を付録 E に，同様の手法に基

づき設計供用年数 50年を満足するかぶりの試算例を付録F

に掲載した． 

 

1. 照査対象とする構造物に関する課題および対応方針案  

H19 基準では，塩害劣化の進行に伴う性能低下が生じて

いる事例が多い「桟橋上部工のみ」が対象となっている．

しかし，桟橋上部工以外の構造物でも，塩害劣化が顕在化

している場合がある．スリット式ケーソンでの塩害劣化の

例を付図-D.1 に示す．この場合，桟橋上部工の場合よりも

さらに点検や補修の実施が容易ではない．このように，塩

害劣化が顕在化した場合に確認が容易でない場合や，性能

回復のための対策が講じにくい場合においては，予め十分

な耐久性を確保することで，設計供用期間中の性能を確保

することが望ましい． 

そのため，照査の対象とする構造物としては，桟橋上部

工に限定せず，「塩害劣化に起因する鉄筋腐食により，設計

供用期間中に部材の性能低下が生じることが懸念される構

造部材」とすることを提案する．  

 

2. 照査手法に関する課題および対応方針案 

2.1 H19 基準の照査手法の課題 

H19 基準における照査手法の概要は，本文 2.4 に示され

ている．照査に用いられる各パラメータに関して，以下に

示す(1)～(5)のような課題が挙げられる． 

(1) ばらつきの影響の明確化 

桟橋上部工のコンクリート中における塩化物イオン濃度

は，同一の桟橋上部工内においても相当にばらつくことが

知られている例えば 2)．後述するが，H19 基準の照査手法に

おいて，この塩化物イオン濃度のばらつきの影響は主に C0

と Dap の設定値の中に含まれている． 

一方，他の照査手法に関して，「2012 年制定 コンクリ

ート標準示方書 設計編（以下，示方書 2012）」では，「鋼

材位置の塩化物イオン濃度の設計値 Cd のばらつきを考慮

した安全係数γCl」という形で，計算される鋼材位置の塩

化物イオン濃度の値全体に対して，ばらつきの影響を反映

させるようにしている 3)．  

(2) 初期塩化物イオンへの配慮  

レディーミクストコンクリートには，少量ではあるが塩

化物イオンが含まれている（セメントや化学混和剤に由来）．

なお，フレッシュコンクリートに関しては，塩化物イオン

含有量の上限として 0.3kg/m3 が設定されている．しかし，

H19 基準の照査手法においては，この練混ぜ時に混入され

る塩化物イオン（初期塩化物イオン）の影響は考慮されて

いない．  

一方，他の照査手法に関して，示方書 2012 では，初期塩

化物イオン濃度 Ci という形で考慮されている 3)．  

(3) 腐食発生限界濃度 Clim の影響因子への配慮 

H19 基準の場合，使用材料や環境がどのような条件にお

いても，Clim については一律 2.0kg/m3 としている．その根

拠の１つとなっている試験結果が付図-D.2(a)であり，干満

環境に暴露した試験体の鉄筋表面における塩化物イオン濃

度と鉄筋腐食面積率の関係を示したものである．塩化物イ

オン濃度が 2.0kg/m3程度より大きいと腐食が開始する傾向

が見られた 4)． 

Clim は，腐食が開始する塩化物イオン濃度の限界値であ

り，コンクリート中の pH によって変わるとされる．最近

の知見では，Clim をセメント種類および W/C によって変化

させる考え方もある．これは，コンクリート内の細孔溶液

中の pH がセメント種類や W/C によって変わることを反映

させたものである．示方書 2012 における Clim の設定値を式

（D.1）～（D.2）3)および付図-D.3 に示す． 

OPC を用いた場合 

  Clim =－3.0W/C＋3.4                 (D.1) 

 

 

付図-D.1 スリットケーソンでの塩害事例 
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BB 相当を用いた場合 

  Clim =－2.6W/C＋3.1                  (D.2) 

付図-D.3 において，示方書 2012 の Clim は，港湾コンク

リート構造物において一般的な W/C である 0.5 付近におい

ては，2.0 kg/m3程度の値となっている． 

また，Clim は環境によっても見かけ上値が変わるとされ

る例えば 4)．例えば，海中においては，鋼材の腐食反応に必

要な酸素の供給量が非常に少なく，鋼材の腐食が進行しに

くいため，実質として明確な値が存在しないことが報告さ

れている 4)．付図-D.2(b)は，海中環境に暴露した試験体の

鉄筋表面における塩化物イオン濃度と鉄筋腐食面積率の関

係を示したものである 4)．この場合，10kg/m3 を上回っても

腐食傾向が確認されなかった．このように，腐食発生には

暴露環境も影響していることになる．なお，海中から大気

中の間では，コンクリート中の鋼材に供給される酸素も連

続的に変化すると考えられるため，結果として，Clim の値

についても連続的に変化すると推測される． 

 

(4) 表面塩化物イオン濃度 C0 の影響因子への配慮 

C0 はコンクリート表面における塩化物イオン濃度であ

 
(a)干満環境                    (b)海中環境 

付図-D.2 長期暴露試験体における鉄筋位置の塩化物イオン濃度と腐食面積率の関係 4) 
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付図-D.3 基準および示方書における Clim の比較 
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付図-D.4  H.W.L.からの距離と C0 の関係 4) 

 
付図-D.5  H19 基準での C0 の設定値 4) 
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り，塩害環境の厳しさを表す指標となる．C0 は主に環境条

件によって大きく異なる．港湾構造物に関する既往の調査

結果 5)6）において，桟橋上部工の塩害による劣化程度は海

水面からの距離の影響を大きく受けることが報告されてい

る．そこで，全国の桟橋上部工（計 17 港）におけるコンク

リート中の塩化物イオン濃度分布データを収集し，C0 と海

水面（H.W.L.）からの距離との関係を調べた結果 4）を付図

-D.4 に示す．ばらつきは大きいが，海水面から離れるにつ

れて C0 が小さくなる傾向が見られた． 

本文 2.4 の式（2.9）に示すように，H19 基準における

C0 の設定値に関しては，上述の結果を基に，H.W.L.からコ

ンクリート表面までの距離 x とともに，直線的に変化させ

る算定式が提案されている．設定値を付図-D.5 に示す．比

較として，示方書 2012 の値も掲載した． 

この C0 は基本的に環境により変化するものであるが，材

料によって変わるとの報告もある例えば 7)．一般に高炉セメ

ント B 種など，高炉スラグ微粉末が多量に含んだセメント

を用いたコンクリートの場合に，普通ポルトランドセメン

トの場合と比較して，C0 が大きくなるとされる例えば 7)．し

かし，H19 基準ではこの影響は考慮されていない．  

(5) 塩化物イオン拡散係数の設定値の改善 

 本文 2.4 の式（2.10）に示すように，H19 基準における

塩化物イオン拡散係数の設定値（設計拡散係数 Dd）は，a）

ひび割れの影響を含まない項と，b）ひび割れの影響を表す

項の和で表されている．以下，a）と b）に分けて述べる． 

a）ひび割れの影響を含まない場合の特性値 Dk 

H19 基準において，実測データを基に，セメント種類ご

とに Dk の推定式が示されている．以下その設定根拠を説明

する．  

長期暴露試験および実構造物調査から得られた見かけの

拡散係数と W/C の関係をセメントの種類ごとに整理した

ものを付図-D.6 に示す 4）．図中には「2002 年制定 コン

クリート標準示方書 設計編（以下，示方書 2002）8）」の

推定式も示した．なお，実構造物のデータについては，セ

メント種類および W/C が不明であるため，セメント種類を

普通ポルトランドセメント，W/C を 0.55（文献 9）に示さ

れた上限値）と仮定した． 

普通ポルトランドセメント（OPC）においては，試験体

のデータは，示方書 2002 の式よりも大きく下回っている．

この理由としては，この式は港湾構造物以外の多様な種類

のデータを含んでいることが考えられる．一方，図に掲載

している港湾実構造物のデータは W/C が不明であった．そ

こで，設定値が安全側の値となるように，実構造物データ

の上限値を通る値を拡散係数の設定値としていた．なお，

この際，換算係数α（値を補正する係数）を導入し，示方

書 2002 の式を 0.65 倍した値を設定値としている． 

一方，高炉セメント B 種（BB）においては，データ数不

足のため，前述のように，港湾構造物以外の多様な種類の

データを含んでいる示方書 2002 の推定式を引用していた．

なお，この結果は，図に示すように，試験体における実験

値と比べるとかなり安全側の評価であった．  

上記のように，いずれのセメント種類においても，拡散

係数の設定値に関して改善の余地が残されていた． 

b）ひび割れの影響を表す項における課題 

H19 基準におけるひび割れの影響を表す項については，

示方書 2002 を参考に設定されていたが，文献 10)において，

以下のような課題が指摘されていた． 

・使用性の照査を行う段階で，ひび割れの開口は限界値以

下に抑えられていることから，改めてひび割れの開口の影

響に対して制限をかける(w/wa)2 は必ずしも必要ではない

  
(a)普通ポルトランドセメント            (b)高炉セメント B 種 

付図-D.6 長期暴露試験および実構造物調査から得られた見かけの拡散係数と W/C の関係 4) 
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と考えられる．また，ひび割れ幅が拡散係数に及ぼす影響

(w/wa)2 の値は 1.0 に近くなることが多く，最終的な見かけ

の拡散係数の算定結果への影響が小さい． 

・w/l はひび割れ幅の最大値 w についてはひび割れ幅の平

均値の 1.5 倍程度，ひび割れ間隔の最小値については，ひ

び割れ間隔の平均値の 0.5 倍程度を見込めばよいと考えら

れたため，w と l のいずれに対しても平均値を考えた場合

の 3 倍（(1.5/0.5)倍）が採用された．しかし，3 倍にしたこ

とにより，w/l 本来の物理的意味ではなくなっている． 

・D0はひび割れ部分での塩化物イオンの拡散係数であるが，

算定が難しいことから，水中における拡散係数に置き換え

られている．ただし，その数値は本来 400cm2/年であるが，

実用上不都合をもたらさないように，パラメトリックに変

化させた検討を行い，200cm2/年とした．そのため，本来の

物理的意味と異なっている． 

 

2.2 照査手法の課題に対する対応方針案 

 前節 2.1 で示した照査手法の課題に対する対応方針案を

以下(1)～(5)に示す．なお，ここで提案した対応方針案の

全体の流れ及び詳細については付録 E に記載されている． 

(1) 鋼材位置の塩化物イオン濃度の設計値 Cdのばらつ

きを考慮した安全係数γCl の導入 

前述のように，桟橋上部工コンクリート中の鋼材位置の

塩化物イオン濃度には，諸要因の影響によるばらつきが必

ず含まれる．また，このばらつきの影響については，構造

物の施工要因などによっても影響される可能性がある．そ

のため，H19 基準のように各パラメータ（C0や Dk など）

の設定値の中にばらつきの影響を暗に含めるよりも，より

明確な形で計算値（設計値 Cd）の中に反映される方が望ま

しいと考えられる．よって，ばらつきに関する安全係数γ

Clとして，設計値Cdの算定式中に導入することを提案する． 

γCl の値に関しては，示方書 2012 等の既往の知見を参考

に，一般的な構造物においては1.3とすることを提案する．

なお，高い施工精度が確保される場合（例：プレキャスト

コンクリート部材など）には 1.1 とすることを提案する．  

ここで，上記のように，ばらつきの影響を安全係数γCl

として別途考慮する場合，ばらつきを含んでいるパラメー

タ C0および D の設定値については，C0 の設定値のように，

「平均値」を基に設定することを基本とするのが良いと考

えられる． 

(2) 初期塩化物イオン濃度 Ci の導入 

前述のように，少量ではあっても，実態として初期塩化

物イオンが存在するため，考慮する方が望ましいと考えら

れる． 

よって，鋼材位置の塩化物イオン濃度を算定する際に，

初期塩化物イオン濃度 Ci を追加することを提案する．なお，

Ci の設定値については，実測データにより定めることが望

ましいが，実測データが無い場合は 0.3kg/m3（フレッシュ

コンクリートの上限値）とすることを提案する．  

(3) Clim の設定値（変更なし） 

コンクリート中の pH がセメント種類や，W/C によって

変わることを踏まえ，Clim をセメント種類，W/C によって

変化させる考え方もある 3)．しかし，これは室内試験での

結果を基に設定されたものである．一方，H19 基準の 2.0 

kg/m3は実環境相当の暴露試験結果を基に設定されたもの

である．上記を踏まえ，H19 基準から変更しないこととし

た． 

 なお，Clim に及ぼす環境の影響については，データ数も

少なく，新たな設定値を提案することは難しいため，今回

は考慮しないこととした． 

(4) C0 の設定値（変更なし） 

H19 基準において，まずは実測データを採用することを

重視している．C0 は構造形式，環境によって大きく異なる

値であるため，この方向性を踏襲するのが良いと考えられ

る． 

前述した，C0 の設定値に及ぼす高炉セメント B 種の影響

については，実態として，普通ポルトランドセメントの場

合よりも大きくなる傾向が報告されている例えば 7)．ただし，

その影響程度が不明であることから，今回も考慮しないこ

ととした． 

(5) 塩化物イオン拡散係数の設定値の変更 

a）ひび割れの影響を含まない場合の特性値 Dk の変更 

前述のように，H19 基準の特性値 Dk にはいくつかの改善

の余地が残されていた．そのため，以下の 3 つの調査を基

に，設定値の見直しを検討することとした． 

①港湾空港技術研究所で製作したコンクリート試験体の

長期暴露試験（本文：試験体 1，試験体 3~6） 

②各地方整備局等の工事に用いられたコンクリートから

製作した試験体の長期暴露試験（本文：試験体 2） 

③実構造物データの収集（主に，桟橋に関する維持管理

計画書 11）に記載されたコンクリート中の塩化物イオン濃

度分布のデータを活用） 

本文 5 章においては，この調査結果を基に，拡散係数の

特性値 Dk の評価式を提案し，その評価式の提示に至る経緯

についても記載されている．  

b）ひび割れの影響を表すパラメータの変更 

ひび割れの影響を表すパラメータについて，前述の課題

に対して，示方書 2012 では下記の対応が取られている 3）．  

・(w/wa)2は 1.0 として取扱い，評価式からは削除する． 

・w/l は平均値を用いて算出することとし，乗じていた係数
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である 3 を削除し，後述するλへ反映させる． 

・D0 の定義を水中における塩化物イオン拡散係数の概算値

とし，その数値を 400cm2/年とする．数値が 0.5 倍になるこ

とについては，後述するλへ反映させる． 

・新たに係数λを，ひび割れの存在が拡散係数に及ぼす影

響を表す係数として導入する．その数値は，w/l の算定式に

乗じられていた係数 3 と D0 が 0.5 倍になることを受け，係

数 1.5（＝3×0.5）とした． 

 

3.まとめ 

照査に必要な各パラメータの設定値を検討する際におい

ては，実構造物で得られたデータを基に行うのが理想であ

るが，実港湾構造物におけるコンクリート中の塩化物イオ

ン濃度のデータ取得は容易ではなく，また，実構造物に使

用された材料や配合も不明な場合が多い．今後については，

以下のような実構造物でのデータが増えることで，照査に

必要な各パラメータの設定値の改善が図られると考える． 

(1) 使用したセメント種類および水セメント比が既知な

場合の塩化物イオン濃度分布に関する調査結果 

 表面塩化物イオン濃度 C0 および拡散係数の算定式の改

善に資する．なお，本文で述べているように，過去に各地

方整備局等から，工事時に使用したコンクリートから採取

した管理供試体を収集し，暴露試験を実施している．この

際，使用材料および配合に関する情報も収集している．将

来的に，この情報を活用することで，照査手法の改善に資

することが可能となると考える． 

(2) 腐食が顕在化していない港湾コンクリート構造物に

おける鉄筋腐食状況と鉄筋位置の塩化物イオン濃度

に関する調査結果 

Clim の設定値の精度向上に資する．なお，この調査の対

象構造物においても，使用材料および配合が既知なものが

望ましい． 
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付録 E 鉄筋腐食開始時期の試算例（かぶり 70mm の

場合） 

 ｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘ  

付録Dの2.2に示した提案手法（H30年度に改訂予定の「港

湾の施設の技術上の基準・同解説」における手法）および

本文で提案した拡散係数の特性値Dk（式（5.7）および（5.8））

を用い，鉄筋腐食開始時期の試算を行った．また，参考対

象としてH19基準と示方書2012において求められる鉄筋腐

食開始時も後記する．なお，本試算において，設計拡散係

数Ddを式（E.7）により求める際の曲げひび割れに関する諸

条件については，「土木学会コンクリート標準示方書に基づ

く設計計算例[桟橋上部工編]」（土木学会，2009．以下，設

計計算例）に記載された一事例を対象として試算した結果

に過ぎない．実存する構造物に対して鉄筋腐食開始時期を

計算する場合には，対象となる構造物における数値を計算

に用いなければならない．  

(1) 鉄筋腐食開始時期の算出式 

算出式には，式（E.1）をtが左辺になるように移項した式

（E.2）を用いた． 

1
0.1

2
  (E.1) 

   

400 1
  (E.2) 

ここで，t：鉄筋腐食開始時期（年），c：かぶり (mm)，Dd：

曲げひび割れの影響を考慮した拡散係数（cm2/年），erf (s)：

誤差関数，erf -1 (s)：誤差関数の逆関数，Cd：鉄筋位置の塩

化物イオン濃度（kg/m3），Clim：腐食発生限界塩化物イオン

濃度（kg/m3），Ci：初期塩化物イオン濃度（kg/m3），γCl：

鉄筋位置における塩化物イオン濃度のばらつきを考慮した

安全係数（一般に 1.3），C0：コンクリート表面において想

定される塩化物イオン濃度（kg/m3）である． 

本試算で用いた値は以下のとおりである． 

・c ＝ 70 mm 

・Cd ＝ Clim ＝ 2.0 kg/m3 

・γCl ＝ 1.3 

・Ci ＝ 0.3 kg/m3 

・Dd：式（7.7）および式（7.8） 

・C0 については式（E.3）を用いた． 

6.0 15.1  (E.3) 

ただし，x：海水面（H.W.L.）から部材下面までの距離（m）

である．本試算においては，x を 0，0.5，1.0，1.5m とした

ため，それぞれ 15.1，12.1，9.1，6.1 kg/m3 である． 

なお，本計算をExcelで行う場合，誤算関数の逆関数は， 

付表-E.1 試算に使用した数値 

記号 
数値 

単位 
H19基準 示方書2012 

及び提案値 
w/l 0.00197 0.00066  
σse 0.101 0.101 N/mm2

Md 4910 4910 kN･m 
As 29001 29001 mm2 
j 0.887 0.887  
k 0.340 0.340  

n（＝Es/Ec） 8 8  
pw 0.011 0.011  
bw 1400 1400 mm 
d 1890 1890 mm 
Es 200 200 kN/mm2

Ec 25 25 kN/mm2

ε’csd 150×10-6 150×10-6  
w/wa 1.0 -  

w 0.245 - mm 
k1 1.0 -  
k2 1.04 -  
f ’c 24 -  
k3 1 -  
c 70 - mm 
Cs 100 100 mm 
φ 32 32 mm 
wa 0.245 - mm 
λ - 1.5  
D0 200 400 cm2/年

xxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxx

「normsinv」を用いて式（E.4）で表されるため，これを式

（E.2）に代入することにより得られる，式（E.5）を用いた． 
1

2
√2

  (E.4) 

200 1 2

  (E.5) 

(2) 設計拡散係数Dd の計算方法 

曲げひび割れの影響を考慮した拡散係数であるDdは，

H19基準においては式（E.6）で，示方書2012においては式

（E.7）で求められる． 

 
 

(E.6) 

  (E.7) 

ただし，γc：コンクリートの材料係数．一般に 1.0 として

よい，w：ひび割れ幅（mm），l：ひび割れ間隔（mm），wa：

ひび割れ幅の限界値（mm），D0：コンクリート中の塩化物

イオンの移動に及ぼすひび割れの影響の定数，λ：ひび割

れの存在が拡散係数に及ぼす影響を表す係数．  

式（E.6）と式（E.7）から算出される数値は，w/wa が 1.0

のとき等しくなる．そのため，本試算に用いた設計計算例
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の事例では Dd は同じ数値となった．提案値の計算では式

（E.7）を使用したが，その理由については付録-D の

2.1(5)b)および 2.2(5)b)に記載している．本試算に使用し

た数値を付表-E.1 に，数式を以下に記す．  

ひび割れ幅とひび割れ間隔の比w/lの計算には，H19基準

では式（E.8）を，示方書2012および提案値では式（E.9）を

用いた． 

⁄ 3 ′    (E.8) 

⁄ ′    (E.9) 

表面に近い位置にある鉄筋応力度の増加量σse（N/mm2）

は断面が弾性範囲にあるとして，次式により求めた． 

  (E.10) 

ただし， 

Md：仕様限界状態検討時の曲げモーメントの設計用値 

（kN･m） 

As：鉄筋の断面積（mm2） 

j：1－k/3 

k：中立軸比（ 2 ） 
n：ヤング係数比（＝Es/Ec） 

pw：鉄筋比（ ⁄ ） 

bw：部材の腹部幅（mm） 

d：有効高さ（mm） 

Es：鉄筋のヤング係数（＝200kN/mm2） 

Ec：コンクリートのヤング係数．コンクリートの設計圧縮

強度が 24kN/mm2 のとき，25kN/mm2としてよい． 

ε’csd：コンクリートの収縮およびクリープ等によるひび割

れ幅の増加を考慮するための数値．一般のコンクリートは

150×10-6 としてよい． 

ひび割れ幅 w（mm）は次式により算出した． 

1.1 4 0.7 ′  (E.11)

ただし， 

k1：鉄筋の表面性能がひび割れ幅に及ぼす影響を表す係数

（異型鉄筋の場合＝1.0） 

k2：コンクリートの品質がひび割れ幅に及ぼす影響を表す

係数で，以下の式で計算される． 
15

′ 20
0.7  (E.12) 

ただし， 

f ’c：コンクリートの圧縮強度で，一般に設計圧縮強度を用

いてよい． 

k3：引張鉄筋の段数の影響を表す係数．引張鋼材の応力度を

重心位置で算定するため，1.0 とする． 

c：かぶり（mm） 

Cs：鉄筋の中心間隔（mm） 

φ：引張鉄筋径で，最小鉄筋の公称径（mm） 

wa：ひび割れ幅の限界値（mm）は，特に厳しい腐食性環境

の場合には，0.0035c とする． 

なお，PC部材のように曲げひび割れが入らないと想定さ

れる場合には，式（E.6）および（E.7）の曲げひび割れの影

響を表す項を0とした式（E.13）を用いた． 
 (E.13)

この場合，γcは一般に1.0と考えることから，曲げひび割

れを考慮しない場合にはDd = Dkとして計算することになる． 

 付図-E.1～付図-E.4に，設計拡散係数Ddの計算結果を示

す．参考としてH19基準および示方書2012も併示した．OPC

およびBBのどちらにおいても，提案値はH19基準と示方書

2012の間に位置した．  

(3) 試算結果 

a）普通ポルトランドセメント（OPC）での試算結果 

図-E.5は，曲げひび割れを考慮する場合（RC構造物を想

定）における鉄筋腐食開始時期の試算結果の一例である．

港湾のRC構造物の一般的なW/Cである0.5程度において比

較する場合，H.W.L.からの距離が1.0mの時，提案値の鉄筋

腐食開始時期はH19基準と比べて2年程度短くなった．  

図-E.6は，曲げひび割れを考慮しない場合（PC構造物を

想定）における鉄筋腐食開始時期の試算結果の一例である．

PC構造物の一般的なW/Cである 0.35～0.4において比較す

る場合，提案値はH19基準と比べて，鉄筋腐食開始時期は短

くなる傾向にあった．H.W.L.からの距離が1.0mの時，W/C = 

0.4の場合での差は4年程度となった． 

b）高炉セメントB種（BB）での試算結果 

図-E.7は，曲げひび割れを考慮する場合（RC構造物を想

定）における鉄筋腐食開始時期の試算結果の一例である．

港湾のRC構造物の一般的なW/Cである0.5程度において比

較する場合，H.W.L.からの距離が1.0mの時，提案値とH19基

準との差はほとんどなかった． 

図-E.8は，高炉スラグ微粉末の比表面積の大きいものを

混和材としてPC部材に適用した場合を想定した，鉄筋腐食

開始時期の試算結果の一例である（PC部材に対し，一般的

な高炉セメントB種は適用されない）．この場合は曲げひび

割れを考慮しない．PC構造物の一般的なW/Cである0.4程度

の場合において比較する場合，提案値の鉄筋腐食開始時期

はH19基準と比べて18年程度長くなった． 
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付図-E.1 曲げひび割れを考慮した場合のOPCのDd，縦

軸：鉄筋腐食開始時期，横軸：W/C，青線：示方書2012，
緑線：提案値，赤線：H19基準 

 

付図-E.2 曲げひび割れを考慮しない場合の OPC の Dd，

縦軸：鉄筋腐食開始時期，横軸：W/C，青線：示方書

2012，緑線：提案値，赤線：H19 基準 
 

付図-E.3 曲げひび割れを考慮した場合のBBのDd，縦

軸：鉄筋腐食開始時期，横軸：W/C，青線：示方書2012，
緑線：提案値，赤線：H19基準 

 

付図-E.4 曲げひび割れを考慮しない場合の BB の Dd，

縦軸：鉄筋腐食開始時期，横軸：W/C，青線：示方書

2012，緑線：提案値，赤線：H19 基準 
 

H.W.L.から0.0m H.W.L.から 0.5m 
 

付図-E.5 その 1 OPC における鉄筋腐食開始時期（曲げひび割れを考慮する場合） 
縦軸：鉄筋腐食開始時期，横軸：W/C，青線：示方書 2012，緑線：提案値，赤線：H19 基準 
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H.W.L.から1.0m H.W.L.から 1.5m 
 

付図-E.5 その２ OPC における鉄筋腐食開始時期（曲げひび割れを考慮する場合） 
縦軸：鉄筋腐食開始時期，横軸：W/C，青線：示方書 2012，緑線：提案値，赤線：H19 基準 

 

 

 

H.W.L.から0.0m H.W.L.から 0.5m 
 

 
 

H.W.L.から1.0m H.W.L.から 1.5m 
 

付図-E.6 OPC における鉄筋腐食開始時期（曲げひび割れを考慮しない場合） 
縦軸：鉄筋腐食開始時期，横軸：W/C，青線：示方書 2012，緑線：提案値，赤線：H19 基準 
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H.W.L.から1.0m H.W.L.から 1.5m 
 

付図-E.7 BB における鉄筋腐食開始時期（曲げひび割れを考慮する場合） 
縦軸：鉄筋腐食開始時期，横軸：W/C，青線：示方書 2012，緑線：提案値，赤線：H19 基準 

 

 

 

H.W.L.から0.0m H.W.L.から 0.5m 
 

付図-E.8 その 1 BB における鉄筋腐食開始時期（曲げひび割れを考慮しない場合） 
縦軸：鉄筋腐食開始時期，横軸：W/C，青線：示方書 2012，緑線：提案値，赤線：H19 基準 
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付図-E.8 その 2 BB における鉄筋腐食開始時期（曲げひび割れを考慮しない場合） 
縦軸：鉄筋腐食開始時期，横軸：W/C，青線：示方書 2012，緑線：提案値，赤線：H19 基準 
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付録F 設計供用期間50年を満足するかぶりの試算 

    例 

 

1. 設計供用期間を満足するかぶりの算出式   

付録Dの2.2に示した提案手法（平成30年度に改訂予定の

「港湾の施設の技術上の基準・同解説」における手法）お

よび本文で提案した拡散係数の特性値Dk（式（5.7）および

（5.8））を用い，供用設計期間50年を満足するかぶりの設

計値を，式（F.1）を用いて試算した．これは，式（E.1）

をcが左辺になるように移項したものである． 

20 	 1  
 

(F.1) 

ここで，t：設計供用期間（年），c：設計供用期間を満足

するために必要なかぶり (mm)，Dd：設計拡散係数（cm2/

年），erf (s)：誤差関数，erf -1 (s)：誤差関数の逆関数，Cd：

鉄筋位置の塩化物イオン濃度（kg/m3），Clim：腐食発生限界

塩化物イオン濃度（kg/m3），Ci：初期塩化物イオン濃度

（kg/m3），γCl：鉄筋位置における塩化物イオン濃度のば

らつきを考慮した安全係数（一般に 1.3），C0：コンクリー

ト表面において想定される塩化物イオン濃度（kg/m3）であ

る．設計供用期間 t には，一般的な期間である 50 年を採用

した． 

本試算では，設計供用期間である 50 年が経過した際に鉄

筋腐食が開始するかぶり c を求めるものである．よって， 

Cd＝Climであり，その値は 2.0kg/m3を用いた（付録D参照）．

また，γCl を 1.3，Ci を 0.3 kg/m3 とした．C0 は付録 E 同様，

H.W.L.からの距離 x を 0.0，0.5，1.0，1.5m としたため，そ

れぞれ 15.1，12.1，9.1，6.1 kg/m3 である． 

なお，本計算をExcelで行う場合には，誤算関数の逆関数

は，「normsinv」を用いた式（F.2）を用いて計算が可能であ

る． 

10 2 1
2

 
 

(F.2) 

本試算において，設計拡散係数Ddを式（E.7）により求め

る際の曲げひび割れに関する諸条件については，「土木学会

コンクリート標準示方書に基づく設計計算例[桟橋上部工

付図-F.1 曲げひび割れを考慮する場合の OPC における

設計供用期間 50 年を満足するかぶり試算結果，縦軸：かぶ

り，横軸：W/C，各線（色の違い）：H.W.L.からの距離 

付図-F.2 曲げひび割れを考慮しない場合の OPC における

設計供用期間 50 年を満足するかぶり試算結果，縦軸：かぶ

り，横軸：W/C，各線（色の違い）：H.W.L.からの距離 

  

 
付図-F.3 曲げひび割れを考慮する場合の BB における設

計供用期間 50 年を満足するかぶり試算結果，縦軸：かぶり，

横軸：W/C，各線（色の違い）：H.W.L.からの距離 

付図-F.4 曲げひび割れを考慮しない場合の BB における

設計供用期間 50 年を満足するかぶり試算結果，縦軸：かぶ

り，横軸：W/C，各線（色の違い）：H.W.L.からの距離 
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編]」（土木学会，2009．以下，設計計算例）に記載された

一事例を対象として試算したものである．実存する構造物

に対して鉄筋腐食開始時期を計算する場合には，対象とな

る構造物における数値を計算に用いなければならない．  

 

2. 供用設計期間50年を満足するかぶりの試算結果 

(1) 普通ポルトランドセメント（OPC）での試算結果 

 付図-F.1は，曲げひび割れを考慮する場合（RC部材を想

定した場合）の必要なかぶりの試算結果である．なお，図

中の曲線の左上であれば，設計供用期間内に腐食が生じな

いため，「OK」と示しており，曲線の左下であれば設計供

用期間内に腐食が生じるため，「NG」と示している．この

結果より，セメントにOPCを用い，W/CをRC部材で一般的

な0.5とした場合，かぶりのみで設計供用期間50年にわたり

腐食を生じさせないことは困難であることがわかる． 

 付図-F.2は，曲げひび割れを考慮しない場合（PC部材を

想定した場合）の試算結果である．この結果より，セメン

トにOPCを用い，W/CをPC部材で一般的な0.4とした場合，

かぶりのみで設計供用期間50年にわたり腐食を生じさせな

いためには，H.W.L.から部材までの距離が1.5mの場合だと，

最低でも約66mm以上が必要であることがわかる． 

(2) 高炉セメントB種（BB）での試算結果 

 付図-F.3は，曲げひび割れを考慮する場合（RC部材を想

定した場合）の必要かぶりの試算結果である．この結果よ

り，セメントにBBを用い，W/CをRC部材で一般的な0.5と

した場合，かぶりのみで設計供用期間50年にわたり腐食を

生じさせないためには，H.W.L.から部材までの距離が1.5m

の場合だと，最低でも約102mm以上が必要であることがわ

かる． 

一方，付図-F.4は，高炉スラグ微粉末の比表面積の大き

いものを混和材としてPC部材に適用した場合を想定した

ものである（PC部材に対し，一般的な高炉セメントB種は

使用されないため）．この場合は曲げひび割れを考慮しない．

W/CをPC部材で一般的な0.4とした場合，かぶりのみで設計

供用期間50年にわたり腐食を生じさせないためには，

H.W.L.から部材までの距離が0.0mの場合だと約68mm以上，

1.5m以上の場合であれば約50mm以上が必要であることが

わかる． 
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